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１ 災害ボランティア等の活動環境整備に関する研修会について 

（１） 開催趣旨

阪神・淡路大震災後、災害ボランティアの重要性が認識され、災害対策基本法におい

ても、国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動の環境の整備に努めなけれ

ばならない旨、明記されている。

本研修会は、各都道府県・政令指定都市等の災害ボランティア担当が一同に会し、行

政と災害ボランティアの連携に関して各団体の取組状況等を相互に提供し合うことで、

地方公共団体における災害ボランティア活動環境の整備を促進することを目的とする。 

（２） 議事概要

平成 29 年２月 13 日（月）、各都道府県・政令指定都市等の災害ボランティア等担当

者等約 80 名が一堂に会し、「平成２８年度災害ボランティア等の活動環境整備に関する

研修会」を東京都内で開催した。

研修会では、最初に 4 氏より御講演いただき、続いて質疑応答を行った。 
講演は、内閣府政策統括官（防災担当）付企画官（普及啓発・連携担当）の児玉克敏

氏による「『我が国の防災ボランティアとＮＰＯ』について」、続いて、全国災害ボラン

ティア支援団体ネットワーク（ＪＶＯＡＤ）事務局長の明城徹也氏による「我が国のＮ

ＰＯと熊本地震における被災者支援について」、続いて、熊本県健康福祉部健康福祉政

策課福祉のまちづくり室長兼審議員の木村忠治氏による「平成２８年熊本地震 災害ボ

ランティアとの協働について」、最後に、くまもと災害ボランティア団体ネットワーク

共同代表の樋口務氏による「熊本地震及び復興に向けた地元ＮＰＯ等の活動について」

であった。

本開催録は、研修会の議事録、配布資料をとりまとめ、収録したものである。
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２ 災害ボランティア等の活動環境整備に関する研修会 

（１）主催者挨拶

消防庁国民保護・防災部防災課地域防災室長 

中野 祐介 

皆様、こんにちは。消防庁地域防災室の中野でございます。よろしくお願いいたしま

す。

本日は、全国の都道府県・市町村から災害ボランティア担当の皆様にお集まりをいた

だきまして、誠にありがとうございます。

また、本日ご講演をいただく皆様方におかれましても、大変お忙しい中、この研修会

の講演、お引き受けをいただきまして、誠にありがとうございました。

日ごろから皆様には消防庁の災害ボランティア施策に大変ご協力をいただいており

ますこと、この場をお借りして改めて御礼を申し上げます。

改めて申し上げるまでもございませんが、近年、全国各地でさまざまな形の災害、大

規模な災害が多発をしているわけでございます。今年度だけを見ましても、４月にあり

ました熊本の地震、夏には台風 10 号の水害、秋には鳥取中部の地震、さらには、年末

には糸魚川で火事と、さまざまな形のさまざまな災害がございました。

そういった中で、災害ボランティアの皆様方には、発災直後から多くの方々に現場に、

被災地にお入りいただいて活躍をいただき、さまざまな活動を、被災者の方々に寄り添

ったきめ細やかな活動を展開をしていただきました。これは、災害ボランティアの方々

お一人お一人のお力、ご尽力も当然ございましたが、それに加えて、ボランティア団体

や社会福祉協議会、そういったさまざまな方々のご協力もあり、その上、何より行政と

の緊密な連携があったからこそ、ボランティアの方々にご活躍・ご活動をいただけたの

ではないかと思っております。

今後も、南海トラフ地震や首都直下地震、そういった大規模な災害の発生が懸念され

ております。そのような大規模な災害の発生あった場合においても、被災者の支援活動、

これを円滑に進めるためには、平時から行政とＮＰＯ・ボランティア団体といった方々

とのコミュニケーションをしっかりして、きちんとした関係を構築していくこと、これ

が重要ではないかというように思っております。私ども消防庁といたしましても、引き

続き、この研修会などを通じて、自治体の皆様方の取り組みを支援していきたいと考え

ております。

本日は、極めて限られた時間ではございますけれども、この研修会を通じまして、今

後の災害ボランティア活動の環境整備を進めていくに当たって、自治体の皆様の業務の

一助となればということで期待をしておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

本日は 16 時半までということでございますけれども、ぜひ実りあるものにしていただ

きすよう、よろしくお願いいたします。

以上で私の挨拶とさせていただきます。よろしくお願いします。
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（２）講演

①「我が国の防災ボランティアとＮＰＯ」について

内閣府政策統括官（防災担当）付企画官（普及啓発・連携担当） 

児玉 克敏 氏 

皆様、こんにちは。内閣府防災の児玉と申します。

まず初めに、熊本地震が発災したときの現実の行動を時系列でご説明します。

４月 18 日、19 時に私が県庁に着きました。直後に現地対策本部長である副大臣より

ＮＰＯと県とが連携できるようにと指示があり、そのまま 21 時に私が熊本県庁の健康

福祉部福祉のまちづくり室の担当官に、ＮＰＯとの連携というのは重要だよというお話

をさせていただきました。

そのときに非常に力強いプッシュをいただいたのは、昨年のこの研修に参加していた

熊本県の担当者です。ですから、今後、災害が発生したときは、今日、ここにいる皆さ

んが核となって、今後のＮＰＯとの連携を進めていくということになると思います。

話を元に戻しますと、24 時にＪＶＯＡＤ事務局長、そこにいらっしゃる今日の講師で

ある明城さんです。そのときは東京にいたのですが、事務局長さんが熊本に来てくれて

ることになりました。19 日の早朝、熊本空港復旧第一便の飛行機で来てくれました。 
19 日の９時に松本副大臣とＪＶＯＡＤ事務局長、健康福祉部の福祉のまちづくり室の

木村室長とが初顔合わせしました。木村室長も今日の講師としてそこに座っていらっし

ゃいます。

その夜 19 時に、熊本にいるＮＰＯの皆さんが集まって、ＮＰＯどうしの初会合があ

りました。そのときに取りまとめの中心となってくれたのが、そこにいらっしゃる、今

日の講師である樋口さんです。

今日の式次第をご覧ください。一番最後に質疑応答としておりますが、同じ質問を、

国の立場、県の立場、ＮＰＯの立場、あと地元のＮＰＯの立場という形で答えた方が有

意義だと思い、まとめて質疑としています。

前置きが長くなりましたが、ここから先は少し初心者向きの話をさせていただきます。

それでは、２ページ目をご覧ください。

これがボランティアに関する近年の動きです。ボランティア元年と言われたのは平成

７年、阪神・淡路大震災のときで、そのときからずっと、ボランティアの受付を誰がす

るのかというのが議論になっていました。10 年近くの議論を経て中越地震のころに、社

会福祉協議会が中心となって災害ボランティアセンターを運営し、個人ボランティアの

皆さんの受付と仕事の割り振りをするという役割が定着しました。さらに 10 年経ち、

社会福祉協議会だけが災害ボランティアセンターの運営に孤軍奮闘し、業務過多でパン

クするといった課題もだんだん出てきましたが、災害ボランティアセンターの押し付け

合いで発災直後に混乱するようなことはなくなってきています。

東日本大震災のボランティアの数字、この 145 万人というのは社会福祉協議会が運営
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する災害ボランティアセンターが受け付けた個人ボランティアの数になります。

「※」で注意点として、下のほうに 550 万人と書いています。これは、東日本大震災

で活躍したボランティアは 550 万人という推計があるという意味です。この個人ボラン

ティアである約 150 万人と、550 万人には 400 万人の差があります。この 400 万人はＮ

ＰＯの皆さんだと考えています。今日、あちらに並んでいる講師の皆さんたちのお話で

明らかになりますが、今後、「防災ボランティア」と言ったときには、個人ボランティ

アというよりも、ＮＰＯが話の中心になってくるということになります。

続いて５ページ目は、防災ボランティアとしては災害時にどんな人たちが参加します

かという話です。多分、皆さんは泥かきや家財の搬出とか運搬・回収といったような作

業を思い浮かべると思います。これを行うのは、左の欄、社会福祉協議会が設置する災

害ボランティアセンターがとりまとめる個人ボランティアです。それと右の欄にあるＮ

ＰＯ団体が参加します。

阪神・淡路大震災以降、様々なＮＰＯが災害のたびにものすごく力を発揮しています。

たびたび発災する災害対応を通じて、技術やスキルを磨くことによりどんどん力がたま

ってきて、東日本大震災では普通の行政の職員では太刀打ちできないほどになりました。

避難所の環境を整備するとか、まさにプロの仕事ぶりになっています。

では、ボランティアをする人たちはどのような人なのかを、概念整理したのが６ペー

ジです。

左側にいくほど個人、右側にいくほど大きな組織、下のほうがあまり災害と関係ない

人、上のほうが災害に関係ある人という整理をしています。

災害対応になれたＮＰＯの皆さん、例えば、今日いらっしゃる明城さんは右上のジャ

ンルに入ってくると思います。

樋口さんの種明かしはまた後でしますね。

ＮＰＯはどんな人なのかというと、８ページの写真を見てください。ここに書いてあ

る「ＮＰＯとらい」が作るお弁当の写真です。このＮＰＯは茨城県にある、ひきこもり、

ニートの人たちの就業支援を行っています。このお弁当はそのＮＰＯで働くひきこもり

やニートの人が作ったものです。また、同じ代表者が運営している別のＮＰＯでは、ブ

ラジル人の子供達が学校の勉強に付いて行けるように、学習支援をしています。そこに

常総水害が起きました。すると、このＮＰＯが中心となって災害支援のネットワークを

作ったのです。

今、結果として災害支援で活躍しているＮＰＯは、普段は災害を対象としているわけ

ではなく、災害が起きてから、災害対応にどんどん慣れていったというところが多いよ

うに感じます。

このように、一般的なＮＰＯが災害対応の中心となって活躍するということを、６ペ

ージの右下に表しています。

この後、講師として登壇する樋口さんも、もとはといえば子育て支援のＮＰＯをやら

れていて、熊本地震が起きたので、災害のＮＰＯとして活動されています。多分、災害

が起きなければ、そういう仕事はしていなかったんじゃないかと思います。
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10 ページから 12 ページの法律や国の防災基本計画での位置づけは、後でご覧くださ

い。

13 ページの茨城県の地域防災計画をご覧ください。ここに、「一般」と書いているボ

ランティアがいます。個人のボランティアも災害対応に慣れたＮＰＯも、この計画上は

「一般」という枠に入ってしまいます。国の防災基本計画は個人ボランティアとＮＰＯ

を区別して書くようにしています。今後は、都道府県レベルの計画でも、個人ボランテ

ィアとＮＰＯと区別する必要があるのかなと考えています。

内閣府の仕事の説明をします。ボランティアを盛り上げるために、ボランティアを行

う人や、受け入れる人向けに施策を展開しているのですが、最近力を入れているのは、

行政とＮＰＯとの連携訓練です。17 ページをご覧ください。行政の皆さんと、ＮＰＯと

がつき合う、お互い顔を知っている関係を築くというのが非常に重要なものですから、

昨年は静岡県、今年は新潟県で、連携訓練をやりました。

それから、18 ページの概念図は平成 26 年度にまとめたものですけれども、都道府県

の現地対策本部や県の本部があり、その横に、ＮＰＯをとりまとめるの連携窓口をつく

ろうという構想です。今日この後に説明のある「熊本地震・支援団体火の国会議」とい

うのは、この構想の最初の事例になります。国レベルでは、会議体として形式的には開

いていませんが、実態としてはＪＶＯＡＤさんと一緒にやっています。 

それから 22 ページをご覧ください。これは熊本地震の際の政府の非常災害対策本部

の資料ですが、政府としてＮＰＯを認知して、大きくクローズアップしています。「政

府の主な対応」というところに、ＪＶＯＡＤさんから情報提供してもらって、ＮＰＯ団

体の活躍をまとめています。左下の「各省の対応」よりも先にＮＰＯの活動が出てくる

という形で、政府としてもＮＰＯの活躍にたいへん注目をしています。

25 ページをご覧ください。これも非常災害対策本部で報告した資料です。上の段は、

避難所が何百カ所もある現実の最中、県などの行政では調べきれない約 200 カ所弱の避

難所の環境を、ＮＰＯの皆さんが調べ、行政としてもようやく全体像が把握できた例で

す。また、下の段は、ＮＰＯの力で、避難所を綺麗に整理したなどの例を報告していま

す。

少しＰＲになりますが、お手元に「防災とボランティアのつどい」のチラシをお配り

しています。内閣府ではこういう機会をつくって、ボランティアの皆さんや行政や企業

の関心ある人たちの顔つなぎをお手伝いしています。今年は２月 19 日(日)に熊本でやり

ますので、ぜひ来てください。

最後に、お手元に広報誌「ぼうさい」をお配りしています。この号はＮＰＯ特集で、

今日、この後に登壇していただく皆さんの記事も載っております。広報誌「ぼうさい」

の７ページ目の下の３行目、「のほかにも」で始まる段に、「発災時にこうした活動が円

滑に行われるためには、被災地の行政がＮＰＯ等に対する理解を深め、受援力を高める

とともに、情報共有・連携が図られる」ということを目指して、内閣府防災としてもや

っていきたいと考えております。

それでは、駆け足になりましたが、ご清聴、どうもありがとうございました。
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②我が国のＮＰＯと熊本地震における被災者支援について

全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）事務局長 

明城 徹也 氏 

ありがとうございます。今ご紹介いただきました、全国災害ボランティア支援団体ネ

ットワーク、通称ＪＶＯＡＤと呼んでおりますが、そこの事務局長をしております明城

です。

今日は、日本のＮＰＯと熊本支援、熊本地震における被災者支援ということで、この

後、現場の話は木村さんと樋口さんのほうからたくさん出てくると思いますので、私の

ほうからは、主にこれまで、熊本地震までに至る間の、ＮＰＯってどういうものなのか、

ＮＰＯがどういうことをしているのかというのを、背景も踏まえて少しご説明をさせて

いただきたいと思います。

まず最初に、私どもの団体のＪＶＯＡＤの紹介を最初にさせていただきたいと思いま

す。

東日本大震災が起きたときに、先ほど児玉さんのほうからも話ありましたけれども、

たくさんのボランティア、個人のボランティアもたくさん現地に入りましたし、さらに

は、ＮＰＯ/ＮＧＯといった、組織的に支援をする人たちもたくさん現地に入りました。 
たくさん支援に入ったのはよかったのですが、お互い、それぞれがあまり知らない。

関係性がない中で、ばらばらといろんなところがたくさん入っていったので、しっかり

連携ができたのかとか、あとは、支援の抜け、漏れ、落ち、むら、そいうったものをな

くすような調整がうまくとれたのか、そういったところが非常に大きな課題として挙げ

られました。

ですので、ここに書いてある右側の理事団体とか会員団体というところで、団体名書

いてありますが、こういう団体が同じ課題認識を持ちまして、次、災害が起きたときに

は、同じようなことは繰り返さないように、もっとうまく連携をして、しっかり調整を

して、本当に支援の届かないところがなくなるような、そういう調整をしながら次はぜ

ひ活動しないといけないということで、実は 2013 年から、このＪＶＯＡＤというもの

を作ろうということで、話し合いが始まりました。

この下に書いてありますが、11 月１日、去年の 11 月に、ようやくＮＰＯ法人として

設立したということで、設立するまでに３年ぐらい時間をかけて、議論をしながら話を

進めてきたというところです。実は、熊本地震は去年の４月に起きましたので、まだ法

人ができていなくて準備中の段階だったのですが熊本のほうの支援に入ったというよ

うな状況でした。

このＪＶＯＡＤというのが、じゃあ、具体的にどういうことをするのかというとまず

最初に、被災地、災害が起きたときに現地でどういうことをするのかというところで、

まずは被災者、住民、地域のニーズ、どういう困り事があるのかというものの把握と、

そういうニーズに対してどういう支援が行われているのか、誰がどこで何をやっている
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のか、そういう支援の全体像を把握します。ニーズと支援の全体像がわかれば、おのず

と、どこの地域にはまだ支援が入っていないとか、どこの分野の支援がまだ行われてい

ないとか、そういう支援のギャップがわかるようになります。その支援のギャップを、

いろいろな支援に入ってくる団体、行政も含めてですけれども、そういう支援をする人

たちとの情報共有をすることによって、いろんな支援をする側が、じゃあ今、我々は何

をやったらいいのか、どこに入ったらいいのか、どういう分野の支援をしたほうがいい

のか、そういうことがわかるような環境を整えるということで、コーディネーションに

つながるような動きをしていきたいと思っているところです。

よく誤解されるのが、ＪＶＯＡＤというところができたら、いろんな団体に指示して、

あなたの団体はあっち行きなさい、これじゃなくてこっちの支援をやりなさいみたいな、

指示命令を出すところですかというようにも誤解されるときがあるんですけれども、決

してそうではなくて、やはりボランティア・ＮＰＯといったところは、自主性というの

がキーワードになっておりますので、そういう自主性を尊重しつつ、自分たちが何をや

らないといけないのかがわかるような環境をしっかりつくっていく。そういったことを

災害のときにはやろうと思っています。

ただ、災害のときにこういうことをやりますといっても、いきなり行ってもなかなか

受け入れてはもらえませんので、平時に想定する活動というところで、まずは、ＮＰＯ・

ボランティアといった、市民セクターというようにも呼ばれますけれども、そういった

市民セクター同士の連携強化、さらには、産官学民といったセクターを超えたところの

連携の強化、さらには、今日もこの場にいろんな都道府県・市町村からたくさん来られ

ていますけれども、そういう地域との関係づくり。東京でこういうことを幾ら話してい

ても、実際に災害現場、地域で起きますので、そういったところでしっかりと連携がと

れるような準備をしていこうということで、具体的には、訓練を一緒にやったり、勉強

会やフォーラム等の開催をするように、こういう連携の場づくりというのも普段からや

っていこうと思っています。

こちらが東日本大震災のときとかの課題だったりするんですけれども、この図が何を

表しているかというと、よく災害対策基本法とかでボランティアの連携に努めることと

いうのが書かれて、じゃあ、そのボランティアって誰なのっていうのをよく聞かれます。 
さっきの児玉さんのお話にもありましたけれども、150 万とか 500 万人とかっていう

数、個人ボランティアという話がありましたけれども、阪神・淡路大震災のときにボラ

ンティア元年と言われて、ものすごく注目をされました。それ以降、このボランティア、

個人ボランティアの調整をするところとして、災害ボランティアセンターというのが社

会福祉協議会に大体立ち上がるというような整備がされてきました。

一方で、東日本大震災のとき、阪神・淡路の後にＮＰＯ法ができたということもあっ

て、それ以降、たくさんのＮＰＯができてきたんですけれども、そういうところは東日

本のときには入ってきたと。

こういうＮＰＯ/ＮＧＯの中で、今日の話の中で、あとＮＧＯという言葉が出てくるん

ですけれども、ＮＰＯの中で特に国際協力をするところを、今日、ＮＧＯと呼んで、こ

9



れから話を進めていきたいと思うんですけれども、こういう組織支援をするところの受

け皿というか調整窓口というのは、東日本のときにはなかった。

さらには、このボランティアセンターとこういう支援団体、ＮＰＯ/ＮＧＯといった支

援団体同士の連携も、うまくつながりがつくれなかった。

なので、ここがなかなかばらばらだったので、行政からしてもつき合いづらい、企業

からしても、ばらばらと支援してくれって言われても、なかなか企業としてもつき合い

づらいというようなことが起きました。

ですので、こういったところをどうやって解消するのかということで、今取り組んで

いるところです。

今日は、特にＮＰＯ/ＮＧＯについてもう少し説明をしていきたいんですけれども、東

日本大震災のときに、ここに、ある調査ではって書いてあるんですけれども、これ、３

年後ぐらいに、あるＮＰＯが調査したときには 1,420 団体リストアップされました。た

だ、実際はこれよりももっとたくさんいたんだろうなと思います。結局、６年近くたっ

た今も、どれだけのＮＰＯ/ＮＧＯが入って、どういうことをしたのかというのを、全体

像というのはよくわからないというような状況です。

あと、多くの人の誤解というところで、ＮＰＯ/ＮＧＯもボランティアという言葉の中

に入ってしまうので、無償でやっている人たちというように思われるかもしれませんが、

実は仕事としてやっている人も多くて、実際、私も給料もらいながら仕事として、この

災害の関係の仕事をやっています。なので、この辺がボランティア、個人のボランティ

アと大きく違う部分でもあるのかなと思います。資金源としては、寄附金とか、助成金

とか、行政の補助金など、そういったものを活用しながら、いろんな支援をやっている

というような状況です。

実は、私自身、もともとＮＧＯと呼ばれるところに所属していまして、海外で支援活

動をしていました。なので、ちょっとＮＧＯのことも今日ご紹介させてください。

これはアフリカのシエラレオネという国の難民キャンプの状況です。ここに私自身も

１年ぐらいいたんですけれども、これが難民キャンプ、空から見たところですね。難民

がこう来て、子供たちが御飯食べている写真なんですけれども。

ここでＮＧＯという組織が何をやっているかということなんですけれども、この難民

キャンプをつくること自体は国連と現地の政府とで合意をして、こういうキャンプをつ

くりましょうっていう話がされるんですけれども、実際に、例えばこれ、ジャングルを

切り開いて土地を造成したり、一軒一軒の難民のシェルター、家を建設するとか、これ

だけの規模の町ができるので、水を川から引いてくるシステムをつくったり、学校をつ

くったり、この辺に病院をつくったりとか、そういったことをＮＧＯが、それぞれの専

門性を持ったＮＧＯが幾つか、国連と現地政府との三者協定を結んで、こういうサービ

スを提供しています。さらには、この難民の登録ですとか、食料を配る、そういったこ

ともＮＧＯがやったりしています。

こういうようなＮＧＯがいっぱい入ってきたときに、海外でどのように調整している

のかというと、国連のほうで、クラスター・アプローチって横文字で書いてありますが、
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これ何かというと、簡単に言えば、分野ごとに幹事、幹事団体を決めて、そこが調整役

を担うというのを事前に決めているというような仕組みがあります。

ですので、例えば、よく皆さん聞くユニセフという子供の支援をやっているところは、

こういう緊急支援をやると、水とか衛生などの調整役も担います。ですので、ＮＧＯが

海外に行って井戸掘りの支援、緊急現場、難民キャンプのところとかで井戸を掘りたい

とか水の支援をやりたいというと、まずユニセフに行って、状況どうなっているんです

かとか、今日何本井戸掘りましたという報告をしたりとか、ユニセフがそういう窓口に

なるというようなことをやっています。

同様に、いろんな分野ごとにそういう窓口が決まっているので、我々支援に行く側か

らすると、まずここを目指して行くというのが事前に明らかになっているというのが海

外での支援のやり方でした。

こういったたくさんのＮＧＯが日本にもあるわけなんですが、そういったＮＧＯが東

日本大震災でどのような活動をどの程度の規模でやったかというのは、こちらの資料で

すが、例えば、食料や物資の配布ということで、最初の５カ月ぐらいで 27 億円規模の

事業をやっていたりということで、こういう規模の活動をする団体が日本にもあるとい

うことです。この辺に名前が書いているのがＮＧＯの個々の団体の名前なんですが、こ

れぐらいの規模をやる団体があるということを、今日ちょっと覚えてほしいなと思って

います。

あともう一つ、ＮＧＯ関連でいうと、ＮＧＯの行動規範を書いていて、海外でのその

ような人道支援、難民キャンプとかの支援をやるときに、必ず赤十字とつくった合意文

書、行動規範これに合意するというのが大前提になっていますがこれに幾つか特徴的な

ことがあるので、ちょっとだけご説明したいと思います。

まず、最初に、援助というものは、その優先度は必要性に基づいてのみ決定されると

いうことで、よく行政の方が平等性・公平性という言葉、一つ行政にとってはキーワー

ドかと思うんですけれども、実は支援団体にとっては、この必要性、そこにニーズがあ

って、支援する必要があれば、特定の人たちであっても支援しますよということが一つ

書かれています。

さらには、よくＮＧＯというと、よそから入ってきて、がやがやと何か支援に入って

くる人たちというふうに思われがちなんですけれども、地元の対応能力に基づいて支援

をするように努めるとか、さらには、適切な調整のもとに支援をすることに優先度を置

くということで、地元の能力、それから適切に調整をされた上で支援をするということ

を非常に意識しています。

さらには、支援というものは基本的なニーズを満たすと同時に、その場の不足してい

るものを満たすと同時に、将来の災害に対する脆弱性をも軽減させるような、先を見越

して、本当に地域にとってどういう支援がいいのか。

そういったことも考えながら支援をするということで、ＮＧＯの側にはこのような文

書があって、取り決められているというのがあります。

でも、これは、ＮＰＯ側には別にこのような文書というのはないんですけれども、今
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までいろんなＮＰＯの方と話をして、大体こういうようなところというのは皆同じよう

な感じなのかなというように思っています。

東日本大震災のときに、ここから少し話変わるんですが、なかなか連携がとれなかっ

たという話しましたが、少しだけできたことがありました。それは、宮城県庁内に各省

庁からリエゾンが集まって、現地の対策本部が毎晩行われていたんですけれども、そこ

になぜかＮＰＯ/ＮＧＯの代表者がここに１人いるというようなことで、民間の人がこの

人だけだったんですけれども、こういうような会議に民間が入って、現地の状況を共有

したりですとか、そういうような情報共有がこの場でなされました。

実はこれは、宮城県ではできたのですが、福島や岩手ではこういうような場というの

は作れませんでした。しかも、宮城県も、たまたまこの場に、今日の児玉さんも熊本の

ときそうだったのですが、内閣府の担当の方でＮＰＯ/ＮＧＯのことを知っている方がた

またまいらっしゃったので、個人的なつながりで入っていけたと。なので、このときに

はもう全然こういうものが制度にもなっていなかったですし、本当にたまたまできたこ

とがあったというのが一つです。

現地対策本部で民間が入って情報共有ができることで、実は、石巻市においても、な

かなか自衛隊と地元の行政とＮＰＯ/ＮＧＯといったところの連携ができないという話

を災害対策本部の場でしましたら、それを市町村で情報共有できる場をつくりましょう

ということで、自衛隊と石巻市とＮＧＯで、これは炊き出しの調整をやっているところ

なのですが、自衛隊だけでは当時全部の避難所の炊き出しをカバーすることができませ

んでした。一方で、ＮＰＯとかは毎朝、どこの避難所には自衛隊がいて、どこにはいな

いかというのを、毎日歩いて回って確認をしていって、いないところで炊き出ししてい

たというような状況がありました。この会議をすることで、しっかりと場所分けをして、

調整をしようというような取り決めが毎週されたりという事例が行われました。

いろいろなことが東日本大震災のときにあったんですけれども、宮城県の県庁が出し

た検証の中に、反省としてというか、今後の展開として、県のＮＰＯ/ＮＧＯの受け入れ

調整を事前に定めておく必要があるとか、ＮＰＯ/ＮＧＯの協力を得てボランティアの受

け入れ態勢をつくることも検討する必要があるというように、東日本起きたときにはな

かなかなかったのですがこういうような認識に変わっていったというのが東日本のと

きでした。

あともう一つ、こちらが、内閣府が行った水害時の避難・応急対策検討ワーキンググ

ループというのが、関東・東北豪雨水害、常総市とかの被害が注目されたときなんです

けれども、その後に行われたワーキンググループの中で、どういうことが書かれたかと

いうことなんですけれども。それまでは国や都道府県・市町村はボランティアの連携に

努めることって漠然と書いてあったのが、大分具体的になってきまして、例えばですが、

災害ボランティアセンターやボランティア団体などと災害対策本部との間で被災者支

援に関する連携・情報共有を図るべきであるということが書かれていた。さらに、災害

支援情報共有会議というものを定期的に開催することも考えられるというように、より

具体的に、こういう災害の起きるたびに位置づけが変わっているというのも、こういう
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ことからもわかるかなというように思います。

ようやくちょっと熊本の話に入っていくんですけれども、熊本地震でボランティア・

ＮＰＯといったところがどれぐらい来たかということなんですけれども、まず、個人ボ

ランティアについては、災害ボランティアセンターが 17 市町村―うち１つは通常のボ

ランティアセンターだったのですが―で立ち上げられて、延べ、１月 15 日までの数字

なんですけれども、11 万 7,000 人というような多くの個人のボランティアが現地のほう

に来ました。

一方で、ＮＰＯ等の支援団体というのは、団体数は 300 団体以上ということで、これ

も全部網羅できているわけではないんですけれども、300 団体以上の支援団体が現地で

活動しました。この中には、例えばですが、炊き出しの支援で２万食近い食事を避難所

等で提供する団体があったり、さらには、特殊なところではブルーシート張りとか、家

の解体のお手伝いといった、なかなか個人では対応できない、特殊な技術がないといけ

ないような支援も 1,600 件とか、こういう形の支援を行うところというのも中にはあり

ました。

熊本地震でＪＶＯＡＤ、どういう対応をしたかというのを、少し時系列で話をしたい

と思います。

14 日の夜に地震が起きまして、その日のうちにもう関係者と電話で話をして、もう翌

日から現場に行きましょうというのを決めました。

現場に行くと決めて、その次の日に、東京にいる間に児玉さんや内閣府の人にＪＶＯ

ＡＤとして現場へ行きますということを話をして、内閣府からは、じゃあ、現場に入っ

ている人を後で紹介しますよというようなことを事前に話をしたり、さらには、ＪＶＯ

ＡＤの準備会で一緒に話し合いをしていた全社協、全国社会福祉協議会のほうとは、全

社協は県社会福祉協議会とか各社会福祉協議会の情報を集めますというような話をし

て、社会福祉協議会が集めた情報を我々と共有しましょうというような話をしたり、さ

らに、日本ＮＰＯセンターというところも準備会の中に入っているんですけれども、日

本ＮＰＯセンターへは熊本のＮＰＯを紹介してほしいというお願いをして、事前に日本

ＮＰＯセンターからＮＰＯくまもと、当時ＮＰＯくまもとだった樋口さんと話をつけて

もらって、現場でスムーズに会えるように手配をしてもらいました。３年準備会をやっ

てきたということもあって、この辺の事前の流れ、情報共有というのがスムーズにいっ

たなというのが一つありました。

あと、現地に入って、情報共有、関係者としながら、準備、いろんなことを情報収集

していて、本震があったりしたんですけれども、一つ大きな転換点が４月 19 日でした。

先ほど児玉さんからもちょっと話ありましたけれども、19 日に国の現地対策本部と県の

ほうからＮＰＯへの協力依頼というのがあって、ここからいろんなことが、連携の動き

が進み出すというようなきっかけになりました。

どのような依頼があったかというと、当時、600 カ所以上避難所があるというように

言われていて、そこの運営管理について、なかなか市町村だけでは大変な状況だという

ことで、ＮＰＯに協力をお願いできないかというようなのがメインの話でした。ただＮ

13



ＰＯにお願いというだけではなく、行政と連携して共有会議を開きながら進めていきた

いというような話があり、さらには、物資等についてもいろいろ協力していこうという

ような話がありました。

具体的に、その後、熊本県の木村室長などと話を詰めていって、どういうことがされ

たかというと、県からは避難所のリストとか地図データみたいなものを共有してもらっ

たり、さらには、県庁内にＮＰＯ等が情報共有できるスペースを貸してもらったり、さ

らには、県に来ている義援物資、いろんな個人や企業からいろいろ支援の申し出が来て

いたんですけれども、そういったところの活用と、ＮＰＯ用に倉庫用のスペースを貸し

てくれないかというような話も、これをきっかけに行われました。一方、ＮＰＯ側から

は、熊本県内に来ているいろんな支援団体に呼びかけて、情報共有や意見交換を行った

り、さらには、避難所の支援について、できるところを募って調整をしたりというよう

なことをやりました。

こういういきさつがあって、いろいろＮＰＯとの調整をするような流れができてきた

んですけれども、大きく２つ、会議をやりました。

その一つは、支援団体火の国会議という会議をつくって、これは支援関係者、主にＮ

ＰＯとかの支援団体が中心なんですけれども、そういう支援関係者が集まるオープンな

情報共有の場、誰でも来られる場をつくりました。ここで、「今日自分たちはどういう

活動をしました」というような活動の報告、それから、「自分たちは今日こういう活動

したんだけれども、こういう課題がまだ地域にはあります」という地域のニーズの情報、

さらに、「今日自分たちはこういうものを持って熊本来ました」、「こういうサービスが

自分たちはできます」というような支援の申し出の情報、そのような団体同士のいろい

ろな情報のやりとりによって解決できるものは解決してこうというような会議を、当初

毎日やっていました。

さらにもう一つ、県・県社会福祉協議会・ＮＰＯの連携会議というのをやりました。

これは、火の国会議だけでは解決できないもの、さらには、市町村だけでは解決できな

いような課題を県や県の社会福祉協議会と共有したり、さらに、社会福祉協議会側は、

ボランティアセンターで上がってきているいろいろな課題を共有したり、さらには、行

政側からは行政が次に何をしようとしているのか、そういうような情報をお互い共有し

ながら会議のほうをしていました。この会議の情報を火の国会議で、中身、内容を共有

して、さらには、いろんな支援団体がそういう情報を踏まえて適切な現地に、適切な形

で現地に支援に入れるような後押しをするというような取り組みも行われました。

これがその当時の写真なんですけれども、一番多いときで、火の国会議のほうは 100
人以上来て、ゴールデンウイークの最初のころだったかと思うのですが、本当に部屋か

らあふれるぐらいの数が来たりしていました。なので、いろんな団体がこういう情報の

場を求めているという傾向は非常に強かったのかなと思います。

例えばですが、その集まってきた団体のリスト、これが 300 団体ぐらいあるリストは

火の国会議のほうでつくったのですが、これ見ていただくと、片仮名の団体とかいっぱ

いありますよね。こういう団体が、４月 15 日、翌日からもうどんどん入ってきたとい
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うような状況でした。

いろんな団体が 100 団体ぐらい来ると、もう収集がつかなくなってしまうので、この

会議で工夫したことの一つとして、被災者支援の 12 分野って書いてありますが、分野

分けをして、この分野ごとに活動の報告であったりとかニーズ情報の提供だったりとか

をしていきました。なので、自分たちは炊き出しをやっている団体であれば、炊き出し

をやっている団体同士がお互い何をやっているのかというのがわかるような、そういう

アレンジをして、会議が終わった後に団体同士が結びつきやすいような、そういうよう

な工夫もしていたところです。

これを見てわかるように、例えばボランティアセンターだけだと、こういう瓦礫の撤

去や家の清掃というような話題がメインになってくると思うんですけれども、ＮＰＯ/
ＮＧＯの場合は、医療・レスキューとかもありますし、子供や外国人とか障害者、そう

いう幅広いいろんな困り事をこういう形で扱っていったというようなことがありまし

た。

あとは、もう一つの会議のほうの県・県社会福祉協議会・NPO 連携会議の、これは

５月の初旬のころの次第なんですけれども、この県との共有会議では、火の国会議のい

ろんな支援団体の動き、「避難所でどういう調査をやっていますよ」、「益城町や熊本市

でどういう団体がどう動いていますよ」といったような情報共有をしたり、さらには、

県のほうから福祉避難所の情報を教えてくれとか、ＮＰＯが持っている車中泊の対応状

況を提供したりとか、こういうお互い情報を出し合いながら、あとは、このころ既に仮

設住宅に関してのいろいろと共有というのも、もう既に５月の初めで行われたというよ

うな事例になります。

こういう会議をやっていって、具体的にどういう成果といいますか、結果があったの

かというのをまとめたものがこちらになります。

まず、避難所の運営支援ということで、最初、運営の手伝いというのがメインの連携

の目的だったのはあったんですけれども、運営の支援を調整した結果、益城２団体、嘉

島１団体、熊本市内４団体というような調整結果になりました。

あと、生活環境調査の実施ということで、こちらも県や国の協力を得ながら、避難所

118 カ所を調査して、一部の避難所ではＮＰＯによって環境改善をしたというようなこ

とも行われました。

さらには、避難所の集約や閉所、閉じる際に向けた協力体制であるとか、さらには、

炊き出しの調整をＮＰＯ側でやったりということも行われました。

さらには、物資支援や、これはもう今現在も続いていますが、仮設住宅の支援という

ことで、いろいろな調整の取り組みというのがされております。

こちらが、先ほど避難所の環境調査をしましたと話をしましたが、これ、実はＪＶＯ

ＡＤの名前で照会先として出しているのですが、これ、県から市町村向けに通知を出し

てもらいました。実は、我々自身が調査をするに当たっては、単独で市町村に「調査す

るんでいいですか」って話をしても、大概「だめ」と言われます。ですので、こういう

国や県の後押しが、ちゃんと連携していますよというような紙をつくってもらって、調
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査に入るんでお願いしますと書いてもらって調査に入ったり、さらには、熊本県の腕章

をお借りして、ここに「ＮＰＯ被難者支援チーム」というような、ＮＰＯのチームだよ

ってわかるようにして現場に入るといった、こういうちょっと細かいことも、工夫もし

ながら現場では活動せざるを得ないというようなところがありました。

最後に、熊本地震で見えてきた課題ということを少しだけご紹介できればなと思いま

す。

避難所については、運営者不足というのが、これはもう常総の水害のときもそうだっ

たんですけれども、なかなかうまく十分な運営者というのを避難所がある間確保すると

いうのは難しい状況が来ているのかなということ。さらには住環境の改善。今回、ＮＰ

Ｏによって調査をして改善しましたけれども、なかなか最低ラインは、どの辺まで環境

整備しないといけないのかというのがなかなか明確ではないので、避難所ごとにばらつ

きはどうしても出てしまうというようなこともあるかと思います。

あとは、在宅の避難については、状況把握が困難であったり、住居把握できないので

物が届きにくかったり。

あと、仮設住宅についても、バリアフリーであるとか、使い勝手の問題であるとか、

家電など、誰がじゃあ生活必需品を入れるのかといった問題とかというのが、これ、災

害が起きるたびに、こういうような課題というのが毎回起きているなというように感じ

ています。

さらに、熊本地震は余震が長く続いていた災害だったということもあるんですけれど

も、新たに熊本で活動して見えてきた課題という中に、避難する理由が多様化って書い

てあるのですが、家が壊れたから避難しているというだけではない人がたくさんいると。

例えば、余震が続くので、怖いから避難所にいるほうが安心だという人、さらには、経

済的な理由から、高齢化の問題である、いろんな問題がある中で避難所に来ている人が

多いので、なかなか仮設住宅ができてから避難所が解消できないというようなこともあ

ったかと思います。

そういった多様化しているということで、避難形態自体、車中泊であったり、在宅で

あったり、軒下とか、納屋とか、ビニールハウスとか、何かいろんなところに避難して

いる方もいたんですけれども、そういう避難形態自身が非常に多様化しているので、そ

ういう個人個人のそういったところにどうやって支援を届けていって再建につなげて

いくのか。その辺が非常に難しい問題かなというように思っております。

いろいろと話をしてきましたけれども、ＮＰＯの活用イメージというのを思いつきで

書いてみたのですが、基本的にＮＰＯというのは、現場に入って、いろんな人の困り事

を聞いてくるというのが得意なところが多いです。ですので、そういった力を、行政と

も連携して、いい形で支援に生かせるように場づくりが必要なのかなというように思っ

ています。

特に情報共有と適切な調整、なかなかＮＰＯとつき合うということが、どうしたらい

いかわかんないというような自治体も、実際、熊本でも多かったんですけれども、勇気

を持って情報共有をするというところから始めると、結構力を発揮して、困り事の解決
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につながるというふうになるんじゃないかなというように思います。

受け入れ課題については、これも書いてあるとおりなので、見ていただければなと思

います。

最後に１点だけ、連携のイメージということで、今、熊本でもいろいろ話はしている

のですが、よくこれまで地域防災計画とかいろんなマニュアル等で、ボランティアセン

ターの話というのは結構具体的に書かれていたりするんですが、じゃあ、ＮＰＯの連携

であったり、ＮＰＯと社会福祉協議会の連携であったり、行政の連携であったり、この

辺の緑色の部分というのは、何のためにこういうことをやるのかというところまで、落

としこんで書かれていないような気がしています。ですので、いろいろ災害の防災基本

計画とかも変わっていく中で、こういうようなＮＰＯとの連携というのが今後いろいろ

文字化していくことになるかと思うんですけれども、今後、我々ともぜひ一緒にこうい

うことも考えながら、連携体制というのをつくっていければなというように思っており

ます。

私のほうからは一旦以上になります。

どうもありがとうございました。
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③平成２８年熊本地震 災害ボランティアとの協働について

熊本県健康福祉部健康福祉政策課福祉のまちづくり室長兼審議員 

木村 忠治 氏 

皆さん、こんにちは。

お礼から申し上げたいと思います。４月に発生しました熊本地震、各都道府県の皆さ

ん方から大変なご支援をいただきました。また、いただいております。

ばたばたしておりまして、また、なれない仕事だったものですから、十分なおもてな

しができないままであったこと、気になっております。またぜひ熊本に、ボランティア

ということではなくても、遊びでも結構でございますので、どうぞお越しいただければ

と思います。

熊本は今、全国の自治体の皆さん方から、それから、ＮＰＯ、内閣府、消防庁の皆さ

ん方から、いろんなことを学びながら、復興へというところに進んでいるところです。 
「はじめのまとめ」ということで、１ページ目に総括をいたしました。

その前に、熊本地震、住家被害に関してだけ申し上げますと、世帯ベースで全半壊が

７万 6,000 です。 
先ほどもありましたように、４月 14 日木曜日、それから４月 16 日土曜日ですが、夜

としては連続であります。観測史上、震度７というのを２つ経験したというのが初めて、

もう一つ観測史上初めてというのがありまして、半年で余震 4,000 回ということです。

有感地震がどれくらいかわかりませんけれども、今でいえば大体熊本県民は体で、これ

は震度幾つだということが大体言えるぐらいにはなっていようかと思います。

まとめのところですが、県の事前想定は、実質的に社会福祉協議会のボランティアの

みであったということで、先ほど、内閣府、児玉さんのほうから、去年の会議で担当が

学んできたことがつながったということをおっしゃっていただきました。それは一つ本

当ではございますけれども、室長である私自身に関しますと、今日おいでのＪＶＯＡＤ

さんの存在を発災まで知らなかったというのが率直なところです。

２つ目ですが、結果的には、先ほどありました４月 19 日のことがございまして、社

会福祉協議会さんも含めて連携体制をとることができて、本当に助かっております。こ

れがなければ本当に、ボランティアに関しては、県は通り一遍の対応しかできなかった

のではないかなというふうに率直に思っています。

３つ目、今申し上げたところですが、こういうことで市町村あるいは県も困っている

んですというようなことがありましたときに、一つはノウハウ、それから、対応いただ

ける人材、団体を紹介していただき、サポートいただきました。

４つ目、「しかし」と書いておりますけれども、発災後、ばたばたというような格好

で、結果的には初期から動けましたけれども、平時からの関係構築、知事が今一生懸命

言っていることなんですが、県としての受援力が足りなかったということであります。

そこで、発災当初からの避難所の運営の支援をしていただくなどのことをお願いすべき
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であったというようなことが大きい点です。避難所、一例でございますけれども、先ほ

どから話が出ておりますように、いろんなノウハウ、経験値をお持ちの皆さん方であり

ますので、これからも熊本としても連携を強めていきたいと考えております。

最後のところですけれども、今、避難所は、昨年の秋ごろ全部閉所になりまして、仮

設住宅が、早いところで６月の３日か４日にできまして、年末の段階でもおよそ 4,300
ほどの世帯が仮設住宅に、みなし仮設が１万 2,000 ほどですが、入っていただいており

ます。

ＪＶＯＡＤさんのほうは、昨年の 11 月 30 日に熊本常駐の形は解かれました。本当は

９月かなって最初おっしゃっていたんですが、もう泣いて頼んで、おすがりをして延ば

していただいたというようなところです。

今はＫＶＯＡＤ、樋口さん、代表として、奮闘していただいておりますけれども、い

かんせん地元熊本でのＮＰＯなどの母体が、絶対数が少ないということで、そういった

方々も育成しつつ、連携を強めていくということが課題になっております。

下の２ページをお願いします。

熊本の場合ですけれども、健康福祉部というところがございまして、災害救助法を持

っております関係で、私の室は、右のほうで災害ボランティア、それから下ですが、地

域支え合いセンターを所管いたしております。

参加名簿を拝見させていただいたところでは、これもいろいろなパターンがおありの

ようだなというふうに見ております。

なかなかこれもばたつきまして、ボランティアでいきますと、４月の後半にボランテ

ィア班というのが急遽できまして、各県からの応援の方お二人含めた４名体制でありま

したが、６月になったらなくなりまして、今は平時体制プラス１というところで、ボラ

ンティアは担当が 1.5 というような状況で取り組んでおります。

３ページです。復旧・復興プランから生活再建支援のところを抜き出しております。

大きく見ていただきますと、平成 30 年度の半ばぐらい、要は発災から２年、ここで再

建を成し遂げようと。被災者の方が仮設などから出ていただけるように、最大限の努力

をしようと。熊本は津波被害は遭っておりませんので、まずそれを最大の目標に頑張ろ

うというところでございます。

検証状況です。４ページになります。

検証状況は、後ろのほうに小さい字で、３カ月間、発災から３カ月間に関しての状況

をまとめているものがございます。ここでは、ボランティア関係のみの抜粋を４ページ

から記載をしております。

３つ目ですね。義援物資も担当をしばらくしておりまして、市町村から上がってくる

ニーズと、それから、火の国会議などを通じて、ＮＰＯ、ＪＶＯＡＤさんたちが持って

くる情報が、やはり差が大きくありました、結果的に見ても。４月 19 日にＪＶＯＡＤ

さんから物資を届けますよというオファーがあって、私たちもどうにかならんかなと思

っておりましたので、ぜひ市町村ルートとは別に、市町村はどうしても指定避難所ばか

りを見てしまう傾向がありますので、それ以外の、車中泊であったり、事実上の避難所
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であったり、そういったところへの目配り、支援がおできになられますので、ぜひとも

ということで、協働して取り組みました。

応急仮設住宅の引っ越し。これは社会福祉協議会ボランティアとの連携の好例なんで

すけれども、仮設住宅に避難所などから引っ越しをしていただくときに、一部の方々に

は支援が必要だろうと。引っ越し業者さんのことをちょっと心配して電話したんですが、

全然お構いなくどうぞということでありました。とても請け負い切れませんということ

でありましたので、遠慮は要らない状況ではあったんですが、一番うまくできた例でい

いますと、御船町というところで、毎日、行政と社会福祉協議会とＮＰＯの方々が夕方

４時から連携会議をしていたという成果もあって、窓口は社会福祉協議会さんが一元で

受けますと、それから振り分けますと。振り分け方ですけれども、どうしても社会福祉

協議会ボランティアさんは一般個人、素人の方が主であるということと、午後４時ぐら

いには仕事をやめないといけない。あと、安全が第一であるということがありまして、

ＮＰＯさんのほうが、危険家屋に荷物や家財などをとりに行かなければならないケース、

それから、夕方４時以降の対応ケース、そういったものを私たちが担いましょうという

ような格好での連携ができました。

５ページをお願いします。

課題を２つ掲げております。１つ目は申し上げた点です。

２つ目ですが、社会福祉協議会の災害ボランティアセンターですけれども、報道であ

ったり、それから交通の便もあって、熊本市と益城町に集中をどうしてもしてしまいま

した。そうすると、ほかのところ、報道格差ほど被害格差があるわけではないんですけ

れども、来ない、足りないということがゴールデンウイークを中心に発生をいたしまし

た。

どうしても足りないボランティアセンターの担当者が熊本市のボランティアセンタ

ーで受付けを待つ列の最後尾にくっついて、溢れた人を待つということもありました。

改善してほしいと思っているんですが、当日受付けなんです。11 時ちょっと前ぐらいに、

今日はここまでですとなるんです。多いときですと 300 人ぐらいの方が、せっかくおい

でいただいたのに行き場がない。そこに、「うちがあります」というようなことで、ち

ょっと取り組みもなされたんですけれども、やはりそこから移動してしまうと、もうお

昼になって、ほぼ活動の時間もないというようなことがございまして、これは改善すべ

き点として、社会福祉協議会に検討をお願いしているところです。

学生ボランティアの方々が、ゴールデンウイーク、夏休み、県外から本当に多くお越

しをいただきましたが、やはりうわさがありまして、「あそこは８時に並ばないと、締

め切りになるよ」、「11 時まで並んで締め切りになるよ」というようなことがありました。

そこを何とかできないかなというのが大きな課題の一つであります。

改善の方向性ですけれども、１つ目、書いておりますのは、災害時の対応に関する協

定をＪＶＯＡＤさん、ＫＶＯＡＤさんと結ぶつもりです。それから、連携マニュアルを

県として作成をして市町村にもお示しをしようというところが大きい方向性でござい

ます。
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下のほう、６ページをお願いいたします。

発災後の検証を踏まえて、県の防災計画等も修正をかけることになると思いますが、

現行計画では、ボランティア・ＮＰＯのことは書いてはあるんですが、右の図にありま

すように、社会福祉協議会の災害ボランティアセンターはＮＰＯと連携をするというよ

うな位置づけではあるのですが、要は、何か小規模災害、自分のところの川が氾濫した

レベルの書きぶりにとどまっているように思っております。

私自身も、毎年４月は、発災があるといかんということで、マニュアル等の確認はす

るんですけれども、そこで実質書いてあるのは、県社会福祉協議会がボラセンを設置す

るから、そこに必要に応じて連絡員を１人派遣して、ボランティアの集まり具合、資材

の集まり具合が足りないようであれば、ホームページなどでその周知を支援すると、も

うこれに尽きるんですね。今から考えると信じられないようなことです。もっといろん

なことがございます。

右の下ですけれども、まず、ＪＶＯＡＤさん、ＫＶＯＡＤさんと社会福祉協議会ボラ

ンティアが、民として大きく連携をしていただいて、その上で行政も連携に加わりたい

というのが方向性でございます。

次の７ページをお願いします。

ここは大事なところだと思っておりまして、左下のところにメモで「２つのボランテ

ィア＊混同危険」と書いております。「まぜるな危険」ではありません。混同危険。こ

れが本当に参りまして、２つあります。

一つは、私だけだったかもしれませんが、社会福祉協議会ボランティアをちょっとオ

ールマイティのように思っていた節があります。

何かといいますと、資料に書いておりますように、安全期・安全な場所で、個人宅の

片づけが中心でというところにかかるんですが、発災直後は、ご承知のように、特に本

震後ですけれども、避難所あるいは事実上の避難所に食料が届かないというようなこと

が発生をいたしました。市町村の集配所までは行っているんだけれども、そこから先へ

なかなか届かないということが発生をいたしました。ボランティアの力で何とかならな

いかいうことで、災害ボランティアセンターを早く設置してもらって、そういったとこ

ろを担っていただけないかということを、４月の特に 16 日以降、県社会福祉協議会と

話をしておりましたけれども、やはり一般ボランティアの方々に責任を持たなければな

らない立場からすれば、やはり安全確保が第一です。余震もひどい状況でしたので、そ

のおさまり具合なども見なければならない。また、避難所をボランティアの派遣先とは

当然には考えておられない状況がありました。

これは、社会福祉協議会を非難して申し上げているんではありません。特に安全確保

のところは、やはりそうでありますので、余震がおさまり、あるいは家屋の安全さなど

がある程度わからなければ動けないという点は、そのとおりだ思っております。申し上

げたいのは、社会福祉協議会のボランティアが担うのは一体何かという共通理解を事前

に社会福祉協議会ともっておかないといけないなということです。

下のＮＰＯなどの災害ボランティア団体については、いろんな分野の方がお見えにな
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られます。オールマイティと言っていいと思います。数の問題はございます。

右のほうですけれども、４月 19 日から連携会議を始めさせていただいて、都道府県

レベルでは初めてだみたいに、書いておりますが、常総市さんが市町村レベルでは先に

やられているんだと思います。

右に、市町村段階での連携へということ、それから、熊本母体のネットワーク構築へ

と書いております。

これは、４月 19 日にＪＶＯＡＤの明城さんがおっしゃったことで、すごく印象深い

ことがございまして、県との連携はこれからいけるとして、大事なのは現場に近い市町

村での連携ですということでありました。もう一つは、自分たちはいつまでもいる人間

ではないので、やはり熊本の方々が主体的に担っていくということが大事だと思ってお

りますというお話がありました。

２点目の熊本母体のというところに関しては、ＫＶＯＡＤ、樋口さんが軸になられま

して、後継のネットワークをおつくりをいただいて、今奮闘をいただいているところで

す。

８ページをお願いします。発災当初の主な動きということです。

前震は４月 14 日の午後９時半ぐらいだったと思います。私自身でいうと、午前０時

ぐらいに当庁しました。震度６以上は全員登庁です。各県も恐らく同じだろうと思いま

すが。９割５分ぐらい来ていたと思います。

それから、前震のときは、恐らく益城町だけがボランティアセンターを置くことにな

るだろうというようなことだったんですが、15 日の夜の続きの 16 日に本震が起きまし

て被害が全県的に広がって、益城町は、社会福祉協議会と、ボランティアセンターを設

置する予定であった施設が被災をして使えなくなった。結果的には、４月 21 日に設置

をされました。

上のほうなんですが、県が何やっていたかというのを、18 日までのことは申し上げま

した。

４月 19 日です。 
これは内閣府、児玉さんあたりも、本当は、本県のボランティア対応は何やってんだ

という気持ちではなかったかと思いますが、国の現地対策本部に来てほしいということ

でした。行くと副大臣と児玉さんと明城さんと３人だったでしょうか、座っておられま

した。内閣府からぜひ連携してほしいというようなことでした。そのとき、私はＪＶＯ

ＡＤさんを初めて知りました。

お話したように私どももどうにかできないかともがいていた経緯がありますので、す

ぐさま「ありがとうございます」と。もう、ホワイトナイトに来ていただいたような思

いでした。その場で、今日から会議をしましょうとなり、また、ＪＶＯＡＤさんから、

ついては県庁内に事務所が欲しい、県の腕章があると動きやすいとご相談がありました

ので、その日のうちに用意をしました。

もう一つ、県内外のボランティア団体が参加する火の国会議というものを設けたいと

いうお話がありまして、副知事もボランティアの重要性を理解されておられたので、こ
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れもまた、その日のうちに副知事のところにお連れをして、火の国会議をやる場所を探

しているんですというお話を明城さんがなさいましたら、副知事から「念のため押さえ

ているホテルがあるので、被災しているけれども、使っていいですよ」というお話があ

り、そんな経緯で火の国会議も 19 日の夜から動き始めました。 
それから、20 日以降のところで書いておりますけれども、たしか二十何日かと思いま

すが、災害救助法の市町村会議がありましたので、そこの会議の場で市町村の皆さん方

に、県はこうやって連携をすることといたしましたので、市町村も連携をお願いします

というようなことを会議場で数度申し上げ、事務連絡でしたけれども、文書でも出しま

した。

ただ、これは県庁の中もボランティアへの理解が足りない職員があるのと同様に、市

町村でも、社会福祉協議会でも同じような状況がありました。ボランティアイコール社

会福祉協議会だと思われている社会福祉協議会の方もありましたので、なかなか口で言

っても広がらなかったというもどかしい面はあります。

そこを変えたのは何かといいますと、やはり市町村が避難所のことで困ったり、ある

いはＮＰＯの方々が実際現場で動かれている姿ですね。そこを見られて、だんだんと浸

透していったというように思っております。

連携会議というのがその日から始まったと申し上げましたけれども、火曜と木曜日の

週２回です。ずっと週２回でしたが、３、４か月後に週１回になりました。

おめくりをいただいて、９ページなんですが、19 日の夜の初めての連携会議の写真で

す。私どもも、寝ていないし、食べていないしという状況でした。いろんなＮＰＯの方々

が来られるということで、行ったらこんないっぱいおられて、どきっとしました。県は

何やってんだと、ぼこぼこにされるんじゃないかと。そしたら、やっぱり違うんですね。

ここに来られる方々というのは、問題意識もあって、連携して動こうという意味合いで

のご発言ばかりでした。本当に感動いたしました。しかも、火の国会議は、この 19 日

から、夜２カ月間、毎晩です。

下が、事務所としてお貸しした、熊本県庁が誇る会議室です。木造モルタル平屋です。

民家を借り上げて、でも、ちょうどよかったかなとは思っております。

右上、この連携会議には、内閣府、これ恐らく児玉さんだろうと思います、厚労省の

方々もご参加をいただいて、助言いただくというような格好です。

10 ページをお願いいたします。連携による取り組みというようなことを書いておりま

す。

上のほうは大体申し上げました。

下のほうで、避難所の運営改善、環境面の支援、それから閉所に係る支援というのも

実際いただいて、避難所の閉所マニュアルを途中まで協力いただいてつくっていたんで

すけれども、ちょっと最終的には何かの理由で日の目は見なかったんですが、そういう

支援もいただきました。

それから、エコノミー症候群、暑くなってくる時期でもありましたので熱中症、食中

毒予防も、写真のチラシなどの配布にご協力をいただいたというようなこともございま
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した。

11 ページをお願いいたします。 
できたこと、できなかった、を書いております。

１段目の被災者の避難先把握。これは、どうしても行政は指定避難所だけに目がいっ

てしまいます。指定避難所のリストをＪＶＯＡＤさんにお渡しをするというのはやっぱ

りスタートになります。一部の市町村が渡せないというようなことを何か言っていると

いうことでしたが、たまたま私の手元にありましたので、落としたことにしました。

連携するうえで一番大事なことは、行政が何をやっているか、その輪郭というかエッ

ジを見せるということが出発点だと思います。どこまでできて、どこまでできていない

かということをお示ししないと、連携は成り立たないなというふうに思っております。

できたことは少ないんですが、そう思っております。

それから、ボランティアニーズの発信が難しい面がありました。先ほど、社会福祉協

議会さんのボランティアと専門的なＮＰＯなどのボランティアとを混同した理解は危

険というふうに申し上げましたが、熊本はボランティアは要らないそうですねという話

が、発災初期、それからつい最近もありました。何でだろうと。たしかにうまく情報発

信はできていないのですが、一つは、発災初期の時点ではまだ危険だということで社会

福祉協議会の災害ボランティアセンターのボランティアはご遠慮いただいていた時期

の情報や話が、「ああ、ＮＰＯも要らないんだね」といいうような誤解に結びついたい

う事例がありました。これが、なかなか消えないなということで、苦しんでおるさなか

でございます。

左から下のほうに見ていただきますと、およそのことは、もう５月ぐらいには連携会

議の議論の俎上には上がっております。下のほうを見ていただきますと、仮設住宅には

一体どういう家電等が配備されるのか、引っ越しどうするか、瓦礫の集積場が埋まって

しまってボランティアセンターが動けなくなっているよというようなこと。

それから、ブルーシートですね。ブルーシート自体は災害救助法で買えますんで、い

っぱいあるんですけれども、人がいないんです、やってくれる人。社会福祉協議会ボラ

ンティアは、これはさすがにできませんので、いろいろＪＶＯＡＤさんにもご努力をい

ただきましたけれども、十分な対応はできませんでした。なかなか難しい面がありまし

た。

公費解体に伴う家財の取り出しというのもあります。業者さんが、約束と違って、家

主に家財を取り出しておいてくれというようなことがあって、もう一度文書で周知した

方がよいということで、担当課も来てもらったんですけれども、どうしても役所の人間

が書くと、また分からない文書になるんですね。ですので、もう最後はＮＰＯとして、

ＪＶＯＡＤとしての分かりやすい文章でまとめていただいたという経緯があります。

下のほうです、12 ページをお願いいたします。 
右上にボランティア団体とあります。地域支え合いセンターには、ボランティア調整

も業務の一つとしていただいております。熊本の場合は、市町村社会福祉協議会にお受

けをいただきました。そちらのほうが住民の方は入りやすかろうということで、そうい
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うお願いをいたしました。

13 ページをお願いいたします。ここでは半分以上の方がＪＶＯＡＤさんをご存じでし

たが、本当にすばらしい活躍をしておられますので、ぜひ知名度、プレゼンスを上げて

いただくご努力をお願いしたいということを書いております。

最後、14 ページです。７つのことというふうに書いております。大体申し上げたこと

であります。

５番ですね。明城さんとか樋口さんが言いにくいと思いますので。行政の窓口のこと

です。これはやっぱり情報を持って、かつ、その対応に横串を刺せる人もしくはセクシ

ョンであることが重要だと思います。どうしても発災直後は、なかなか情報共有という

のは、ばたばたして難しい面がありますけれども、それは皆様方ご勘案いただければと

思います。

プラス１で、枠下に書いておりますけれども、やっぱり英語・片仮名はなかなか熊本

のような田舎では難しいなということを思っております。

最後と言いましたが、15 ページ、お願いいたします。写真です。 
知事が真ん中の左、右がＪＶＯＡＤの栗田代表、その右が副知事、知事の左はＫＶＯ

ＡＤの樋口代表です。あと、その上に明城さんがおられます。後ろの真ん中、右は社会

福祉協議会のボランティアセンターの所長さんです。挨拶においでいただいて、写真は、

知事のほうから手組みましょうということでありました。右下、忘年会のようなことが

ありまして、社会福祉協議会、行政の皆さんとも一緒に酒を酌み交わしました。

雑駁でしたけれども、ご説明、以上で終わらせていただきます。ありがとうございま

した。

25



④熊本地震及び復興に向けた地元ＮＰＯ等の活動について

くまもと災害ボランティア団体ネットワーク共同代表 

樋口 務 氏 

皆さん、こんにちは。くまもと災害ボランティア団体ネットワーク、これは最近つけ

た名前ですが、樋口と申します。

私、所属は特定非営利活動法人ＮＰＯくまもとと言いまして、熊本における中間支援

組織になります。本日、ＮＰＯや男女共同の担当の方いらっしゃるかと思いますが、各

県に大体１団体は最低あるかと思います。それから、二、三団体あるところもあります

けれども、ＮＰＯの設立支援、運営支援、マネジメント等のコーディネート、そのよう

なことをやっております。

本業は、先ほど児玉さんからありましたが、子育て支援といいますか、社会福祉法人

の運営をしておりまして、発災がなければ、恐らく保育園で今日は子供たちと遊んでい

たかと思います。

これは発災当時の写真です。

避難所はごった返しておりました。通路もなければ、ここには写っていないんですが、

犬も入っていたというところもありました。ここに応援で来ていただいた各県の方には、

こういう避難所のところで生活環境の改善とか、どうしたらいいんだろうというところ

も疑問に思ったんじゃなかろうかと思っております。

下のほうはテント村です。これは、登山家の野口さんが、ストレスフリーのためにテ

ントを提供していただいて益城町にテント村を、発災直後の４月 24 日につくっていた

だいて、５月に撤収されました。

右下ボランティアの方々が、いろんな被災者の支援に入っていただいて、プラカード

を掲げて一生懸命誘導していたというところです。

私ども、発災直後、何もかも手も足も出ませんでした。ですから、何も現場も様子を

マスコミの報道で、早速ボランティアが炊き出しを始めたとか、市社会福祉協議会が支

援を受け入れ出したとか、益城町のボランティアも受け入れ出したとか知りました。

また、特徴的なのが熊本学園大学です。ここが地域の避難所として 700 人ぐらいを、

指定避難所ではなかったのですが、受け入れまして、唯一、地元の大学で社会福祉系の

学科を有しておりましたものですから、福祉避難所として 30 人ほどの障害者の方を受

け入れたということがセンセーショナルに取り上げられました。

こういう避難所のところで、皆さんＮＰＯの方々は活動していた状況です。

私どもＮＰＯくまもととして、どのようにに関わったかというのをご紹介いたします。 
４月 15 日、地元団体への支援活動はここから始まりました。先ほどからＪＶＯＡＤ

の明城さんの話がありましたが、明城さんが 15 日の夕方４時頃訪ねてまいりました。

この左側のビルの、まだこの当時は、この近辺の神社の鳥居が倒れたり、瓦とか落ちて

いたところでした。
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右側の、紙きれ１枚持ってきて、「ＪＶＯＡＤです」。何かわけの分からない状態でで

話をしたところです。そのときに、やはりこういう全国区のレベルでやっているという

団体さんがいるというのを初めて知りまして、地元も参加しましょうとなりました。

地元でできることは何かといいますと、やはり地元の様子を伝えるということ、それ

と、地元のボランティア団体の情報を提供しようというところです。ＮＰＯの支援をや

っておりました関係上、県内のＮＰＯは 770 ほど団体を知っているんですけれども、そ

のとき、はっきり言って、「地元で防災、こういう時に動ける団体はもう２団体ぐらい

しか知りません」と。あとは、「介護系、環境系、子育て系をやっている団体ですので、

今すぐ動ける団体は少ない状況です」、「では、そこを広げましょう」ということになり

ました。

先ほどから出ております火の国会議を毎晩開催したのですが、私どものミッションは

何かというと、３つ目に書いておりますが、活動可能になった地元団体への参加の呼び

かけ、それと、被災者経験団体、全国から来ていただく団体さんとの連携・協働ミッシ

ョンをこの機にしました。

このときの段階で、もうはっきり言って、地元に声をかけましたが、動ける団体はや

はりいませんでした。「もう自分のところ被災しているからだめだ」、「ちょっと二、三

日余裕持ってくれ、待ってくれ」など、そういう話の回答ばかりでした。唯一動いてい

たのが、先ほどのラーメン党さんもそうですけれども、１団体、２団体がぽつっと動い

てはもう消えていく。やはり自分たちの身の振り方のほうが優先していたというところ

です。

ここで、火の国会議に参加して、私が思ったのが何というと、行政とＮＰＯと、ＮＰ

Ｏといってもボランティアも含めてですが、これが一緒に話すこともあるんだと。今ま

では、ＮＰＯはもう自分勝手でやっている団体が多かったので、あまり行政に頼らない、

頼るのはお金だけというところの団体が多かったのですが、やはり活動も一緒にやって

いるというところが、かなりここに私は感動を受けました。

それと、これが地元の団体の一覧です。、発災から２カ月間、火の国会議を毎晩開催

しましたけれども、おおむね２カ月間で、会議に参加したということは、活動をやって

いたか、それとも、今後活動をやるかというところですけれども、50 団体を超えました。

やはりこの中には学校の方もいらっしゃいましたし、市社会福祉協議会もいらっしゃい

ました。

そこで、先ほどから社会福祉協議会とＮＰＯの関係というのも出てきましたけれども、

はっきり言って、熊本の場合、社会福祉協議会とＮＰＯというのは完全に協働・連携の

壁がありました。やはり社会福祉協議会は社会福祉協議会の活動、ＮＰＯはＮＰＯの活

動ということで、これは本当、交わることはなかったんですね。

やはり発災直後、何をすべきかということは、社会福祉協議会のほうに飛び込みまし

た。やはりこういう事態のときはそういうのをなくしましょうよと。ＮＰＯも人手が足

りないところもあるし、逆に人手を提供できることもあると。そういうことから、県の

社会福祉協議会、市の社会福祉協議会も参加していただくようになりました。これが先
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ほどありました連携体、ＫＶＯＡＤにつながったと思っております。

ここで、どういう連携を行っていたかというケースをちょっとご紹介します。

これは、特別養護老人ホームひろやす荘という、益城町、一番ひどいところにありま

した。住民の方も避難してきていたわけなんですけれども、指定避難所でないところと

いうことで、支援がないということで、人的支援、それと支援物資もとりに行かなけれ

ばいけない。それと、やはり本来の業務、そういう介護の必要な方々を受け入れている

というところで、避難所運営の両立が難しかったと。そこに、４月 17 日、訪問ボラン

ティアナースの会、キャンナスさんが支援の受け入れを打診されたと。そのかわり、じ

ゃ、そこの施設の一部をキャンナスさんの拠点として提供しようと、ウィン・ウィンの

関係ができたということです。それから、４月 23 日、駐車場で車中泊の要援護者を受

け入れたりとか、この後、８月に避難所としての機能を閉鎖するまでは、もうキャンナ

スさんとひろやす荘さんは本当、お互い両軸の運営をしていたというところですね。

次に、特定非営利活動法人ソナエトコ。ここが熊本で唯一のＮＰＯで防災を主として

いた法人さんです。備えておこうというところからソナエトコということでつくられた

団体です。はっきり言いまして、ソナエトコさんも構成メンバーが、マスコミであった

りとかですから、やはり動けないと。

やっと動けるようになったのが５月の２日から４日にかけて。熊本県下 118 カ所の避

難所のアセス調査に動員する必要があるということで、出てくれないかということで、

そこのメンバーさんも１班立てていただいて、あと、ＮＰＯくまもと、ＪＣさんとか、

そういうところが入って、あとはもう全国から来ていただいた団体さんの協力のもと、

全ての避難所のアセスを行って、その結果、火の国会議で共有した課題、その後に、地

元の団体も何かできるんじゃないかということで、全国から来ていた団体から支援のノ

ウハウを伝授された。

左側の写真は布団干し。避難所が長期化しますと、ちょっとにおいがしてくると。そ

ういうことで、布団干しをやろうとか。

足湯ですね。この足湯というの、僕も単語を初めて聞きました。本来の足湯って温泉

地へ行って足だけつかるのかなと思ったら、こういう足湯で被災者の心のケアをやって

いくという活動。こういうのも熊本に伝授されております。

じゃあ、ＮＰＯくまもとは何をやったかというと、避難所のアセス調査もやったんで、

それまでは手も足も出ませんでしたが、ただ単に会議に出るだけではだめだということ

で、ここもＪＶＯＡＤさんのご協力というか、支援を受け継いで、益城町役場の炊き出

し支援が全国から来るわけですね、そこを調整するのはもうパンクしている状態だった。

そこで、ＮＰＯくまもとのホームページ内にリンク先を張りつけて、まずは一元化し、

避難所の特性とか、在宅避難者の方々の状況も加味しながら、炊き出しを調整すると。

これも過不足をないように行うということでした。

次に、仮設住宅の支援窓口調整。

これが、仮設住宅が８月から、正式には７月ぐらいからですかね、ぽつぽつ出てくる

んですけれども、そういうところに、全国から来られるボランティアの方々とか団体さ
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んがいきなり仮設に入っても、まだ仮設の集会所もできていない状態。そういうところ

でいきなり活動してもらっても困るということで、やはりそういう受け入れ先を調整す

る必要があるということで、これは県社会福祉協議会の中に窓口を設置して、運営のほ

うをＮＰＯくまもとでさせていただいたということでございます。

炊き出しの調整も300件を超えておりましたし、こちらの、まだ今も続いております、

仮設住宅支援団体調整窓口は。これも 300 件を超えておりますので、まだまだ、仮設の

ほうには全国から訪れているということですね。

我々も中間支援ですけれども、やはり地元の団体が連携する必要が、思ったというの

があります。

きっかけなんですけれども、やはり先ほど木村室長のほうからも、いずれは帰ってい

くんだというのも聞いておりましたけれども、ゴールデンウイークのとき 100 人を超え

る方々が会議にも来ているのに、いきなりいなくなるんだろうなというのと、６月 16
日に函館地震で震度６弱というのがありましたけれども、あのとき、ちょうど会議の最

中だったんですけれども、ＪＶＯＡＤの皆さんとか全国から来ている団体がざわめくん

ですね。「あ、この人たちはもしかしたらいなくなるんじゃなかろうかな」と、「明日で

もおらんことになるんじゃなかろうか」と、「そのとき地元どげなする」って、そうい

うことから、やはりもうこれは絶対要るなというのが地元連携の必要性を感じたところ

です。

事実、８月 30 日ですか、台風 10 号の石巻とか平泉、それとか富良野のほうで災害あ

ったときには、ＪＶＯＡＤさんのほうからも駆けつけたので、そのときはもう本当、地

元の団体だけになったという瞬間がございました。

このグラフが活動団体の推移です。地元の団体は余り増減ございませんけれども、全

国から来ている団体さん半減以下になりましたね。100 団体の方々が、今でも熊本のほ

うで活動していただいております。

ということで、７月 23 日に、くまもと災害ボランティアネットワーク設立実行委員

会、キックオフを行いました。これはやはり熊本地震火の国会議及びひごまる会議の参

加団体を基盤として構成いたしました。それから、８月、９月にかけまして、準備会事

務局により運営計画、それとか規約案を策定しまして、10 月 22 日に設立総会をさせて

いただきました。今現在、特定非営利活動法人の認証の申請中でございますので、おお

むね４月には法人化認証がおりて、それから登記で設立になるかと思います。

行政の方も当然入っていただいておりますが、協定のになるかと思います。熊本市の

市民活動支援センターとか大学、それと生協、あとは県社会福祉協議会、市社会福祉協

議会、あとＹＭＣＡさんとか防災士会さん、ＪＣさんほかＮＰＯと、今のところ二十数

団体。現在も増殖中でございます。

くまもと災害ボランティア団体ネットワークという、通称ＫＶＯＡＤと。何か名前か

らすぐ入りたがるのは熊本の人間でございまして。

こういう団体が何をやろうかというときに、やはりまずは理念ですけれども、一過性

のつながりで終わらせないってこと、それと、被災地における長期的な支援の対応、そ
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れと、被災を経験したそこできる今後の支援対応のためにということでやりました。

今後の活動イメージは、今の現在の活動イメージは、県の支えセンター事務所さんと

連携しつつ、また、地元でまだ活動している支援のＮＰＯと連携しつつ、それと、行政

さんのほうにも連携しつつ、いろんな状況があれば課題の提言もしていこうということ

です。

すみません、ＫＶＯＡＤという名前、商標登録しておりませんが、神奈川県、京都府、

香川県、高知県、鹿児島県の方には、本当大変申しわけありませんので、Ｋの字は何か

足すなり、例えば漁船の船舶のようにＫＮとか、ＫＴとか、ＫＡとか、そういうのをつ

けていただければ問題ないかと思います。

最後に、市町村の今現在連携会議が設置されているかというところをご紹介したいと

思います。左側の欄が市町村の支えセンターですね。真ん中の欄が支えセンターとＮＰ

Ｏとの連携会議。一番右がＮＰＯ間の連携会議ということで、まだまだ虫食い状態で抜

けているところがございますが、目標とするところは各市町村内にそういう連携の会議

体を今からつくっていきたいと。これが中間支援の立場じゃないかなと思っております。

それと、今後長期化する活動の中で、ＮＰＯのほうでは、助成金だったりとか、物資な

んかの必要性が求められると思います。その辺の仲介もやっていきたいと思っておりま

す。

最後に、皆さん方、今から、私どもＮＰＯくまもとが母体となってＫＶＯＡＤに発展

したわけですけれども、都道府県にそういう団体がいると思いますので、今からでも遅

くありません。そういう方と事前にコンタクトをとって、今から顔の見える関係づくり

を行ってはどうでしょうか。もしそういうところがわからなかった場合は、日本ＮＰＯ

センターにご相談するのも一考かなと思っております。

以上、簡単でございますが、報告とさせていただきます。どうもありがとうございま

した。
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⑤質疑応答

○明城氏 ありがとうございます。

では、ここから、意見交換、質疑応答ということで、話を進めていきたいと思います。

今日は、先ほどから話がありますように、この４人は、災害、熊本地震のときにばた

ばたしている中で、お互い連携とりながらやり合ってきたという仲でもありますので、

もう本当にざっくばらんに、いただいたご質問プラスいろいろ、その当時のエピソード

なども、含めて進めていけたらなというように思っております。

 質問用紙の①、②のほうをいただきましたので、まずはその話を中心に、話を進めて

いけたらなというように思っております。

 まず最初に、木村さんにお聞きしたいんですけれども、先ほどの話の中にも少しあり

ましたが、ＮＰＯとこういう災害のときに関わるというような認識自体は、最初お持ち

でしたか？

○木村氏 自分で考えて不思議なのですが、恐らく大規模災害になれば来られて活動さ

れるだろうとは思っていたのですが、組織的に連携をするというのはイメージなかった

ですね。何考えていたんだろうというのを本当に反省、大反省なのですが、そういう認

識だったと思います。

○明城氏 ＮＰＯに対して、どんな印象をお持ちでしたか。

○木村氏 自由に動く人たち・・・。

○明城氏 児玉さんのほうは、実は常総市の水害のときにも一瞬ちょっと連携をさせて

もらっていたんですけれども、その前ってどういうような印象をお持ちでしたか？

○児玉氏 ＮＰＯというのは、会場の皆さんも多分そういう感覚をお持ちだと思うんで

すけれども、役所にとって量とタイミングがわかんないものはないも同然です。あとは、

ＮＰＯさんたちは、比較的自己アピールが強いので、その人たちと一緒にうまくやって

いけるんだろうかというのが、災害前の印象でした。今では違います。

○明城氏 木村さんと樋口さんは最初からお知り合いだったわけではないんですよね。 

○木村氏 はい。私は樋口さんとは４月 19 日の会議のときが初めてですね。

ＪＶＯＡＤは内閣府からご紹介をいただいたのですが、樋口さんは会議に昼も夜もお

られますでしょう。ＮＰＯくまもとの代表だということはわかっていたのですが、今日

ご説明があったような、４月 14 日から地元として立たれて、ずっとタッグを組まれて
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いるという関係なんだというのは、恐らく一、二カ月ぐらいたって、何となく分かった

と思います。

○明城氏 樋口さんのほうは逆に、行政との連携はどうですか。

○樋口氏 ＮＰＯの世界でも、行政と連携するとか、協働でコラボレーションやるとい

うのは男女共同参画や市民活動推進となどで結構あります。ただし、そのようなときに

は、行政と仲よくと言いながらも、受託の関係だったりとか、お金が絡んでいるなど、

自分たちでやったことを勝手にばっと行政に持っていくというのはあまりなかった。だ

から、熊本のＮＰＯも、どちらかというと官製ＮＰＯが多かったというところです。

○明城氏 ありがとうございます。

○木村氏 そこで、ＫＶＯＡＤを作られるのは行政の仕事ではなくて樋口さんの仕事な

のですが、側面支援ということで、別の中間支援組織が熊本の災害で動きたいという話

が、発災から２カ月後ぐらいにあったので、お会いしに行ったことがあります。今でい

うＫＶＯＡＤ、樋口さんたちがお作りになられるのでご参加いただけませんかっていう

話を、おせっかいにもしに行ったんですけれども、やはり難しかったです。なぜ行政が

関与しているところで連携しなくちゃいけないんですかみたいな反応でした。

 その後しばらく悩んだんですけれども、これは災害支援で、あるいは生活再建で、福

祉母体であれ、環境母体であれ、そこは別として動いている、あるいは動こうとしてい

るというところだけとネットワークを組めれればいいし、県もそういう関係を持てばい

いんだなということで、途中から割り切りました。熊本のＮＰＯの皆さんが全部その旗

の下に集まらなければならないということでもないと割り切ってからは、ちょっと楽に

なりました。

○明城氏 ありがとうございます。

○樋口氏 ところが、最近、やはり長期化するということで、そのネットワークをもう

１つ作りたいという、２カ月後からつくりたいという団体の方々もやはりＫＶＯＡＤと

一緒に同調したいというのは、もうそれこそタイムリーなんですけれども、先々週のお

話で合意しました。

○明城氏 実は我々、外から入る団体にしても、やっぱり県内のネットワークが１つだ

と非常にやりやすくて、それが幾つも群雄割拠みたいに点在、ネットワークが幾つかあ

って、それぞれの関係性がいい関係でないと、非常につき合いにくいし、支援もしづら

いというような状況になるので、そういう意味では、今、良い流れで熊本もネットワー

クというのが来ているのかなというふうにも思います。
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 先ほどの最初のプレゼンで説明し忘れたのが１つありまして、ＪＶＯＡＤ、ＫＶＯＡ

Ｄという名前が飛び交っていますけれども、このＶＯＡＤって何かっていうのを言って

いなかったので、補足して言っておきますと、英語で Volantaty Organizations Active in 
Disaster というものの略になります。 
実はアメリカに National VOAD という組織があって、そこがＦＥＭＡと協定を結ん

でいたりする民間の組織があるんですけれども、実は我々は、そこから同じような名前

使っていいですかという話をして、使わせてもらっているというような事情があります。

なので、ＫＶＯＡＤが使いたいと言ったときも、そういう名前がついていっています。 
 質問のほうに移りますが、まず最初、これはＮＰＯと県のほうに来ているお話なんで

すけれども、連携会議において出席した県の担当は、危機管理の部署だったのか、ＮＰ

Ｏ等の県民生活だったのか、福祉系だったのか、その辺の状況を知りたいですというよ

うなお話からなので、まず木村さんのほうからお願いします。

○木村氏 連携会議のほうは、福祉系の健康福祉部の関係部局ですね。健康づくり、健

康管理であったりというところが、夏ぐらいまでは来てくれていました。

 ＮＰＯの担当課が実は別の部にございまして、そこは途中から来ています。今ずっと

来てくれています。

 熊本のボランティアに関する県の組織に少し特徴がございまして、ＮＰＯ関連は別の

部が男女協働と一緒に担当しています。私どものところは福祉的なボランティアという

ことで、災害時になれば災害ボランティアというような格好で、一元的にボランティア

に対応、担当している部局はないという状況です。

 それから、ご質問の中での危機防災の担当課ですけれども、連携会議に来てほしいと

お願いし、２度、３度来てくれました。

○明城氏 その辺について、樋口さんからしたら、どの辺が県の窓口になるのがいいと

いうような意見などございますでしょうか。

○樋口氏 はっきり言いまして、ＮＰＯの担当であればＮＰＯ法人認証を受けている法

人、今熊本県内に 770 ありますけれども、そこでしたら男女課のほうが把握されている

ので、そこが来ます。

 実際、その法人以外の、任意団体も今回の熊本地震で発生しました。それから、一般

社団法人も発生しました。そういったところまでを今の男女課さんのほうがコントロー

ルするというのは、まず難しいのかなと思っております。やはり福祉。発災して、一番

支援の対象なのは弱者ですので、弱者関係の部署のほうがいいのではないかと思いまし

た。

○明城氏 今回、熊本県さんの場合が、福祉課のほうが災害救助法の担当もしていて、

避難所のほうの担当もしていて、いろいろ物資の担当もされていたんですかね。そうい
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う意味では、被災者支援の主だったところを担当されていたような印象があったので、

実は我々としても、危機管理防災のほうの部署とのやりとりはほとんどなかったという

ような印象です。

 例えばですが、児玉さんにご質問なのですが、ほかの県は、そういった救助法の部署

とか、何かその辺のところってやっぱり違うものなんですか。

○児玉氏 すみません、統計とったことがないのですが、今日の参加者を見ると大体、

福祉系の部局、危機管理系の部局、男女共同参画とか共生社会系この３部門ぐらいかと

思います。

○明城氏 同じぐらいずつですかね。

○児玉氏 ええ。

○明城氏 先ほど木村さんから、横串刺す役割が大きかったって書いてありますけれど

も、横串を刺せたといいますか、いろんな課とコンタクトとれた理由って何かあります

か。

 実は我々、いろんな県の方と、都道府県の方とやりとりをしていて、なかなかほかの

課の情報をとってくるというと、ハードルが高いというようなことをよく言われてしま

うんですけれども、その辺、何か秘訣というか、ありましたか。

○木村氏 いや、秘訣というか、正直申し上げますと、私は横串が刺せる立場でもない

し、それと、情報が自然に集まるポジションでもないんです。

 熊本の場合は、健康福祉政策課というところが災害救助法を全般担当しておりますの

で、情報としては横から聞こえてくる感じでしょうか。特に発災直後は、特定の人に情

報を集中させるというのがすごく大事になりますので、熊本の場合は、私は課内室の室

長にすぎず、課長が恐らくそのポジションであったと思いますので、ちょっと横から聞

こえてくるのと、担当が無鉄砲にも、人の忙しさも顧みず、いろんな所に行って話をも

らってくるという点はありました。

 ただ、横串は刺せないことのほうが、情報も差し上げられないことのほうもかなり多

くて。ホットな話ほどそうです。例えば、仮設住宅の整備状況です。これは、簡単には

オープンにできないので注意しないといけないには違いないのですが。先ほどの公費解

体では、本当は業者さんが配慮しないといけないのですけれども、相手の方に「家財は

自分で出してくれよ」と言うケースがありました。

 来てほしい部署は、昼も夜も土日もなく仕事をやっているので、そのときすごく忙し

いのです。仮設、みなし仮設の担当が連携会議に来れなくて困っているという話を隣の

席の課長にしましたら、「今は担当班は無理だから自分が出席して説明するよ」となっ

た事例があります。
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 ですので、自然にしていても情報が集まるポジションの方―課長が出ていくというの

はなかなか大変ですので、班長さんでも、その間の人でもいいと思うんですが―だとい

いなと思っております。各県でいろいろポジション違うと思いますので。

それから、すみません、別のことで補足してよろしいですか。

○明城氏 どうぞ。

○木村氏 私、さっきのご説明の中で、市町村社協、社協ボランティアが避難所につい

ては、県社協が対象ではないじゃないんだという話をされて、ちょっとびっくらこいた

というお話を申し上げましたけれども、ふたをあけますと、市町村社協さんのほうは避

難所も支援対象にしておりました。もう実態を見れば、そんなこと言ってられるかいと

いうことだったと思います。補足でございます。

○明城氏 ありがとうございます。

児玉さん、どうぞ。

○児玉氏 木村室長は「横串を刺せる立場にない。」とおっしゃいましたが、私が見る

限りは、連携会議の中に廃棄物が問題になったら廃棄物の担当課の人がちゃんといたり、

あとは、男女共同参画関係が問題だったら男女部局の人がいたりとみなし仮設の人はい

なかったのかもしれないですけれども、その日、話題になった、あるいは話題になるで

あろうことに関しては、担当課の方たちが来ているという印象が残っています。どうや

って庁内調整して横串を刺せたのかということの秘訣があればお願いしたいのですが。 

○木村氏 秘訣は別に、「来てください」って言いました。あと、担当が無鉄砲に動い

たのかもしれません。

 一つは、ＪＶＯＡＤとは何なのか、何のための会議なのかということはやっぱり丁寧

に説明しました。「事務レベルだけど、すごい位置づけの会議なんだ」と説明しました。

 もう一つ使わせていただいたのは、内閣府さんの肝入りなんだみたいなことをちらつ

かせるというようなことです。４月 19 日、お会いしたその日に事務所の鍵を渡したり、

腕章を 20 渡したのも、半分は内閣府さんのお願いなんだという言い方をしました。 
 そうでないと、もう皆さん方は今違うかもしれませんが、熊本の当時の事情でいいま

すと、「ＪＶＯＡＤさんが」って言っても、「何か歌を歌う人たちですか」としか返って

こないので、そこはちょっと気をつけました。すごく大事な会議なんだということを出

しました。

○明城氏 関連して質問なんですけれども、県・県社協・ＮＰＯ連携会議は災対本部の

中の会議ですかという質問があったんですけれども、その辺、災害対策本部ではなかっ
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たのですが、どのよなような位置づけというように説明をされていたんですか。ちょっ

と似たような話になるかもしれませんが。

○木村氏 災対本部の下部組織かというと、あまりそういう意識はありませんでした。

どちらかと言うと、事務レベルで、動かねばならない人たちでやりましょうみたいな。

ですので、各課のほうにも、班長であったり、そのちょっと上ぐらい、無理ならもう担

当でいいですから来てください。形にはこだわらずというところです。ですから、よく

ある体制図で言うと、災対本部から線が伸びてつながっているという意識はありません

でした。

○児玉氏 私もよろしいですか。

○明城氏 はい、どうぞ。

○児玉氏 すみません、私の印象で申し上げると、私の資料の 18 ページを開けますか。

資料１の 18 ページになります。

 一番上が【全国域】とありまして、真ん中のレベルが【都道府県域】と書いてある図

があります。左側に現地対策本部、都道府県の災対本部があり、右側にボランティア活

動支援団体、ボランティア団体等の会議として「連絡調整会議等」と書いてあります。

これが火の国会議に当たります。

 「現地対策本部」や「都道府県災害対策本部」の行政と、ＮＰＯの「連絡調整会議」

とを結ぶ矢印があります。それから、樋口さんの資料の後ろから１枚目、「市町村の連

携会議設置状況」という資料の、「支え合いセンター関係機関連携会議」と記載のある

列をご覧ください。この列の機能が（行政とＮＰＯとを結ぶ）矢印の部分になっている

と考えています。少なくとも役所、内閣府の整理としてはそのように説明しています。 

○木村氏 ちょっと補足いたします。

災対本部というピンポイントでのつながりで聞かれるとそうなんですが、今、児玉さ

んに補足していただいたように、県としてという捉え方をすると、三者の、社協さんも

含めた連携体制をやって、それがＮＰＯなどの方々の主体の火の国会議とつながってい

てというご説明は、県のほうでも行っています。県議会であれ、マスコミの皆さん方で

あれ、県民の皆さん方であれ、そういう前提でのご説明をずっと繰り返しております。

アピールポイントになっています。

○明城氏 ありがとうございます。

では、次の質問にいきたいのですが、市町村との関係についてということで、幾つか

質問を受けています。
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 まず最初に、火の国会議や県の連携会議で共有された情報というのは、市町村にどの

ように共有していったのかということで、こちら、まず、樋口さんのほうから。ＮＰＯ

側でどういったことをしたのかというのでお話しできるでしょうか。

○樋口氏 各市町村には、ＮＰＯがどっぷりつかっている市町村も結構ございます。ほ

とんど市町村の職員並みにＮＰＯが動いているというところもございます。そういうと

ころは今ＳＮＳ等々で、火の国会議のメーリングリストは 300 も、400 近くになります

が、流していますので、その情報をまたそのＮＰＯさんが、恐らくそのままだだ漏れじ

ゃないと思いますが、流していると思います。ある程度自分たちの地域の課題で見つけ

て、見合う情報を市町村に上げるという位置づけになっていたかと思います。

 ただ、先ほどの私の市町村の連携会議設置状況というページの左側のほうにいくのに

は、ＮＰＯにはちょっとやはり無謀なんですね。やはりＮＰＯというのはこの右側の２

つで、真ん中の会議体にＮＰＯが全部入るとと、またここもおかしくなってしまうので、

やはりそこは各市町村をまとめる役のＮＰＯが中間支援として入る。こういう位置づけ

だったと思います。

ですから、結構有益な情報は共有されていたと思います。

○明城氏 お手元の資料の、今、樋口さんから話があったのは、市町村連携会議設置状

況という表はついているんですけれども、こちらの表の一番右側にＮＰＯ連携会議とい

うことで、ひごまる会議とか阿蘇市災害ボランティア連絡会議と書かれたものがあるん

ですけれども、市町村ごとにも連携会議というのが、最初からではないのですが、時間

が経つにつれて、ＮＰＯがたくさん入ってきて、そういったところとの情報共有をしな

いといけないということで、市町村ごとの会議体ができてきていると。そこにキーとな

るＮＰＯがいて、そこへの情報、そこに情報が届けば何となく広がるというようなこと

が行われていたのかなというのが一つあると思います。

 一方で、なかなか制度の取り扱いが市町村によって異なっていたり、先ほどの公費解

体の事例がまさにそうなんですけれども、市町村によって、事前に、解体する前に家電

等を取り出さないといけないと言われた市町村があったり、一方で、いや、どうせ壊す

んだから、そのまま置いといていいですよっていうところがあったりと、なかなか扱い

が違って、本当はどっちなのっていうのが、現場からそういう声が上がってくると。

そういったところに対して、木村さん、一緒に回りましたよね、幾つか市町村を。

○木村氏 行きましたね。

○明城氏 はい。一緒に木村さんと我々、ＮＰＯと一緒に市町村を回って、ボランティ

アの担当と解体の担当するところと話をしに行って、市町村の見解、解釈、どういうふ

うにしているのかとかっていう話を聞いていったかと思うんですけれども、ああいう動
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きというのは、なかなかやりづらかったりするのでしょうか。それとも、県として、ど

んな感じでした？

○木村氏 職員のタイプにもよるところが多いんだと思います。

ただ、公費解体のことでいうと、本当にＮＰＯの、さっきの火の国会議などから、す

ごく困っていらっしゃる方がかなりいますよという話をずっと上げていただいていた

ので、早く解決したほうがいいなということで、特に特定の市町村からよく上がってい

るという話でしたので、一緒に行きました。

 ほかの機会にも、地域支え合いセンターについて、東日本でいうと被災者支援センタ

ーやサポートセンターということになるのかもしれませんが、市町村・市町村社協さん

等に協議に出向くときには、ＪＶＯＡＤさん、ＫＶＯＡＤさんにも一緒に行っていただ

いて、助言をいただき、私たちを支援していただいていることを理解していただく。連

携しないといけない相手なんだなということを理解していただくという意味で、一石二

鳥を狙ったようなところもあります。

○明城氏 ありがとうございます。

では、次の質問に移りまして、これは県のほうへのまた質問なんですけれども、ＪＶ

ＯＡＤへの連携要請は県レベルで決定するという認識でいいでしょうかということと、

あと、政令市として協力お願いした場合、県と政令市の関係みたいなところ、その辺が

どういうふうに動けばいいですかということで質問が来ておりますが、木村さん、何か。 

○木村氏 県の立場では、熊本県にも政令市が熊本市１つでございますけれども、あり

ます。４月 19 日、県として連携をお願いするときは、政令市である熊本市さんを対象

外だとか、そういう気持ちはもう全くありませんでしたので、県全域として連携して活

動をいただくというようなつもりでございました。

 ただ、これちょっと引き取っていただきたいんですが、実際の動きとしては、それが

一つありつつ、やはり熊本市さんに関しては別途のＪ・ＫＶＯＡＤさんとの連携会議と

いうのは途中からありました。そのスタートの経緯は私はかえって知らないんですが。 

○樋口氏 たしか５月の 20 日前ですね。やっぱり市とも、政令市とも一緒に同調せな

いかんというところで。はっきり言って、火の国会議と県の連携会議では熊本市の状況

が全然上がってこなかったと。熊本市でひごまる会議をつくっていただいたので、それ

も情報としてやろうといって始まって、月木が熊本県だったですかね。火金が熊本市だ

ったですね。それをずっとやってきて、何と今では県と市が隔週で１回合同ですよね。 

○木村氏 はい。

○樋口氏 だから、これは画期的じゃないですか。
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○明城氏 合同でやるようになったのはいつからですか。

○樋口氏 合同でやり出したのが 11 月の終わりから。これはなぜかというと、みなし

仮設に入られた方が熊本市に行っているとといった、情報があって、やはりもう今後は

熊本市も県も一緒にやろうじゃないかという話からだったかなと思いますけれども。

○明城氏 ということで、やはり最初はなかなか一緒にやりづらいところがあったけれ

ども、最終的に、もう一緒にがちっとやっているというような状況だという話でした。 
 あとは、同じく県への質問として、団体の支援をお願いする団体と、お願いしない団

体というのを、どうやって見分けていましたかという。

○木村氏 明城さんに見分けてもらっていました。

○明城氏 樋口さん、そこら辺、何かご意見ありますか。

○樋口氏 やはり、ちょっとおかしい団体情報は知っていましたので、そことはあまり

全国の人もつなげたくなかったし、そういう裏情報は結構ＮＰＯ支援センターは持って

います。そういうこともちゃんと支援センターと交換してください。お願いします。

○明城氏 やはり中間支援団体はいろいろ情報を持っているので、確認するのが大事だ

ということですよね。

児玉さん。

○児玉氏 これはよく明城さんがおっしゃる話ですけれども、変な団体は「私とだけつ

き合おう」や「市長と一緒に写真を撮りたい」と言ってくる傾向があるのですが、それ

を気にして何もかも断っていると、いつまでもＮＰＯは来ません。そういう人たちも含

めて一緒に入ってもらう気構えが必要です。その際、１つのＮＰＯだけとつき合わない

というのが重要なのです。この辺は明城さんのほうが詳しい。

○明城氏 はい。火の国会議もそうなんですけれども、オープンな場をつくるというの

が一つポイントかなというように思っています。

 一つは、やはり我々としては、排除するというのはなかなか難しいです。支援に来た

人たちを、特定の人を排除するというのは難しい。

でも一方で、オープンな場をつくることで、その半数以上が変な団体ということは多

分絶対ないです。９割以上、99％ぐらいは本当にいいことをしようと思って来ている団

体ですので、オープンな場をつくることで、そういう変な団体を、みんなで、いろんな

視点で見る目がそこにあるという状況をつくるのが大事かなというように思います。
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 過去の東日本大震災の例で、大ごとになったところというのは、やはりかなりクロー

ズに、特定のところだけとお付き合いをして、実はほかの団体も入ろうとしたら、みん

な、「いや、もう入るな、入るな」と言われてしまったところが結果として後で大変な

ことになっているという例があったりしたので、やはりオープンな場をつくることとい

うことが大事だというように思います。

 あと、幾つかＮＰＯに関してのご質問なんですけれども、ＫＶＯＡＤの運営の財源と

か、あと、いろんな支援団体が避難所で活動するときの費用負担、その辺はどうなって

いるんですかという質問があるんですけれども、樋口さん、お願いします。

○樋口氏 私のＮＰＯくまもともそうですけれども、ある程度ＮＰＯは、内部で動く初

期の分ぐらいは持っていると思います。その後、例えば、日本財団、中央共同募金会、

いろんなところの支援がまずは出てくるので、後づけで補填されると。

 ＫＶＯＡＤですが、今ゼロです。今、認証申請中ですけれども、今までのいろんな情

報から、恐らくこういう助成はもらえるなというのが、ある程度確定しているものがあ

りますので、今のうちからそこは、ＮＰＯくまもと、もしくは今共同代表になっている

ソナエトコと人員は出して、後づけで本格的になったときには、雇用から全部ＫＶＯＡ

Ｄでやっていこうというやり方です。

 ですから、行政に負担を求めるということは、団体としてあることはあります。例え

ば、支えセンターが採択ということであれば、それはもう単純なる社協さんからの採択

ですので公の金が入ってきますけれども、原則として公の金にこだわらない。

こだわる団体ほど、逆に、また厄介な団体かなと僕は判断しています。

○明城氏 あと、いろんな支援活動についてのところなんですけれども、基本、自分た

ちで支援活動に来た団体の費用というのは、自分たちで持ってくるというのが基本とい

うことです。一部、支え合いセンターとか、行政からの委託を受けて支援をする団体も

あるというということで、木村さんから追加でお願いします。

○木村氏 来年度予算にかかわることですので、はっきりとは申し上げられないのです

が、東日本大震災でも、県外からお越しのＮＰＯなどの方々を長く活動していただくた

めに、３億、４億ぐらい、今も補助金出されているかなと思います。地域住民が動かれ

る分も込みだと思いますけれども。熊本もそのレベルとは申し上げませんけれども、Ｋ

ＶＯＡＤさんであったり、それから市町村で活動されるＮＰＯの方々への支援というこ

とで、恐らく桁が違うかもしれませんけれども、ご用意ができるのではないかとは思っ

ています。本当に少ない額ですみません。

○明城氏 児玉さん、お願いします。

○児玉氏 内閣府のほうから補足します。
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 明城さんの資料の４ページに、ＮＰＯの活動は会費や寄附金が原資であると書いてあ

ります。そこについては内閣府でも支援しようと思っています。国費を投入するという

意味ではなく民間どうしの支え合いである寄附です。「義援金」という被災者などの個

人に直接渡るお金も重要なのですが、ＮＰＯ活動を支援する「支援金」の寄附を促進し

ようとしています。ＮＰＯの活動などに支援金を寄附してくださいっていうようなこと

を経済界に呼びかけるというようなことをやっています。こればかりはお願いなのです

けれども、そのお願いを呼びかける仕組みとして、経団連や同友会等がメンバーである

「防災推進国民会議」という仕組みを内閣府で持っています。そういうものを活用して、

ＣＳＲ活動もしくは寄附等の文化を醸成していくということを行っていこうとしてい

ます。

○明城氏 今、キーワードで義援金と支援金という話ありましたけれども、支援金とい

うのは、木村さん、ご存じでしたか。

○木村氏 いえ、知らなかったです。勉強不足ですみません。

○明城氏 義援金は直接被災者に行くお金なんですけれども、支援金というのはＮＰＯ

とかそういったところが支援活動に使えるお金を集めるということで、だいぶ今、共同

募金なども義援金と支援金と両方を集めていたりするので、その辺が、支援金がもう少

し浸透すれば、ＮＰＯを支えることにもなるのかなというように思います。

あともう一つ、樋口さんの資料の中で活動団体数の推移というのがありまして、５月

に 300 ぐらいあったのが、９月には 130 で、今は 100 ぐらい、というような棒グラフ

がついているのですが、これの一つの理由としては、やはり当初、最初の半年ぐらい、

緊急時にはいろんな助成金を持ってこられる。ＮＰＯとかも助成金申請して、お金を持

ってこられるんだけれども、それより先になると、なかなか民間の助成金もなくなって

きて、仮設の支援をやるとなると、やはり１年、２年と長期的な支援が必要になってく

るので、なかなか中長期の活動に手を出しにくい。それだけのお金がなかなか、裏づけ

となるお金はあまりないというような環境になります。東日本大震災の場合は結構潤沢

に民間の助成金というのが出たのですが、熊本の場合はそれほどの、規模によって支援

金の集まり具合というのも変わってきますので、なかなかそういう長期的に支えられる

お金が、今非常に苦労していると。そういうことで、先ほどの木村さんからの復興基金

のお話というのもあって、何とかそういう長期的に復興を支えるお金というが大きな一

つ課題かなというようにも思います。

 では、今後のＮＰＯと行政との、ＮＰＯ・ボランティアとの行政との連携ということ

で、質問の中にもあったんですけれども、地域防災計画など、どのように変わっていく

のか。その辺について、ご意見ございますでしょうか。これは、児玉さん、木村さんの

順でお願いしたいと思います。
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○児玉氏 私の資料の 11 ページ、12 ページに防災基本計画が載っています。

文言をご覧いただくと、ＮＰＯ等と連携していこうと書いています。熊本地震が発生

する前に変えたところなんですけれども、「情報を共有する場を設置するなどし」と防

災基本計画上に位置付けています。さらに、皆さんに公開されないものとしては、我々

自身のマニュアルの中に、例えば明城さんの電話番号とか、そういうのを書いたリスト

を作って共有を図っていくというようなことをする予定です。

○木村氏 社協のボランティアセンターとＮＰＯなどの方々の、この前から話をしてい

るんですけれども、一つの場をつくっていただく、何らかの形でですけれども。そのこ

とは一つ、県のほうの防災計画の体制にとって大事なことなのかなというふうに思って

いる。

 それから、知事が今一生懸命言っていることでありますけれども、平時から顔の見え

る関係になっておくことが大事だということでありますので、会議のほうは、たとえ本

当に平時になったとしても、月１はお会いする関係は、夜も含めて、つくっていきたい

と思っております。

○明城氏 ありがとうございます。

では、樋口さんのほうから今後、今、月１でという話も出ましたけれども、具体的に

どのように県や市町村とおつき合いしていこうかというような、アイデアをお聞かせく

ださい。

○樋口氏 今、月１って言っていましたけれども、恐らく週１は顔を合わせるのではな

いかなとは思っております。

 我々、やはり各市町村域に、先ほども言いましたが、そこを束ねる団体が欲しいと思

っております。やはり市町村には必ずや１団体や２団体、ＮＰＯもしくは一般社団法人

でそういう団体さんがいらっしゃいますので、そういう方々に活動をやはり継続してい

ただくのと、その方々にも情報を共有しながら、今の行政の施策はこうなんですよとい

うことも教えつつ、そこの地域の、個人レベルでもいいので、そういうのをやっていた

だきたいというのが本音です。

 それとあとは、まだ、２年後になるんでしょうか、仮設の方々が自立に向け出したこ

ろに、やはりまた行政の方ではできないようなところを、ちょっとお手伝いさせていた

だければと思っておりますが、よろしいですか。

○明城氏 ありがとうございます。

実は、今後の関係性という意味では、今、内閣府のほうでも受援計画の検討会という

のが行われております。市町村の受援計画をつくっているところはまだまだ割合が少な

いということで、そういう動きもあって、その中で自治体の応援職員の受け入れをどう

するのかとか、物資の受け入れをどうするのかというようなテーマに加えて、ボランテ
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ィア・ＮＰＯの受け入れをどうするのかということも今あわせて議論をしておりますの

で、どんどんそういった連携のあり方というのが発展していく、ちょうど過渡期なのか

なというように思っております。

 あと、もう時間が来ましたが、最後、何か一言言いたいということ、ありますでしょ

うか。

木村さん、最後に一言。

○木村氏 ＪＶＯＡＤと初めてお会いをして、やはり内閣府が緊密に連携をとられてい

たということが非常に大きかったと思います。ですので、都道府県にあっては、市町村

の皆さん方にすごく連携がとれていて、ツーカーなんだよというようなことを見せてい

く。それから、市町村の皆さん方も、やはり社協さんも一緒になって、住民の方々に対

して、パートナシップを組んでいるんだよということを、折に触れ見せていくというこ

とが大事なのかなというように思います。

○明城氏 ありがとうございます。

全部の質問にうまく答えられたわけではないので、その辺はご容赦いただきたいと思

いますが、以上をもちまして、質疑応答の場とさせていただきます。
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３ 配布資料

○配布資料

○研修会次第

○資料１ ・我が国の防災ボランティアとＮＰＯ

～ＮＰＯ等と行政との協働・連携を目指して～

○資料２ ・我が国の NPO と熊本地震における被災者支援について

○資料３ ・平成２８年熊本地震 災害ボランティアとの協働について

○資料４ ・熊本地震及び復興に向けた地元 NPO 等の活動について
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配 布 資 料 
○研修会次第

○資料１ ・我が国の防災ボランティアとＮＰＯ

～ＮＰＯ等と行政との協働・連携を目指して～

（内閣府政策統括官（防災担当）付 企画官（普及啓発・連携担当）児玉 克敏氏）

○資料２ ・我が国の NPO と熊本地震における被災者支援について

（全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 事務局長 明城 徹也氏）

○資料３ ・平成２８年熊本地震 災害ボランティアとの協働について

（熊本県健康福祉部健康福祉政策課福祉のまちづくり室長兼審議員 木村 忠治氏）

○資料４ ・熊本地震及び復興に向けた地元 NPO 等の活動について

（くまもと災害ボランティア団体ネットワーク 共同代表 樋口 務氏）
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平成２８年度災害ボランティア等の活動環境整備に関する研修会 

次 第 

日 時：平 成 2 9 年 ２ 月 1 3 日 （ 月 ） 

時 間：1 3 時 3 0 分 ～ 1 6 時 3 0 分 

場 所：日 本 消 防 会 館  大 会 議 室 

１ 開会 

○主催者挨拶（消防庁国民保護・防災部防災課地域防災室長）

２ 講演 

①内閣府政策統括官（防災担当）付企画官（普及啓発・連携担当）児玉 克敏氏

○「我が国の防災ボランティアとＮＰＯ」について

②全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）事務局長 明城 徹也氏 

○我が国のＮＰＯと熊本地震における被災者支援について

― 休憩 ― 

（10 分） 

③熊本県健康福祉部健康福祉政策課福祉のまちづくり室長兼審議員 木村 忠治氏

○平成２８年熊本地震 災害ボランティアとの協働について

④くまもと災害ボランティア団体ネットワーク共同代表 樋口 務氏

○熊本地震及び復興に向けた地元ＮＰＯ等の活動について

― 休憩 ― 

（15 分） 

３ 質疑応答 

４ 閉会 
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